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第1章では、地球環境の現状をさまざまな側面から見てきました。地球温暖化防止、生物多様性の保全、
資源の循環利用の観点からさまざまな対策が講じられていますが、地球環境の悪化はいまだ歯止めがかかっ
ていない状況にあり、地球環境への負荷低減に向けて、引き続きこれらの分野への施策を講じていく必要が
あります。

我が国においても、環境負荷の低減が喫緊の課題となっているとともに、最近の景気回復に向けた動きを
持続的な経済成長につなげていくことも課題となっています。これらの課題を解決し、持続可能な環境・経
済・社会の実現に向けて、「グリーン経済」を構築しようとする動きが進んでいます。第3章では、地球環
境問題への対応が、同時に経済成長にも資するという両面の効果をもつ方策を紹介し、グリーン経済の重要
性について述べます。

第1節　持続可能な社会の実現に向けたグリーン経済の広がり

1　グリーン経済の潮流

我が国では高度成長期に入った頃から深刻な公害問題が発生しました。特に水俣病や四日市ぜんそくなど
の四大公害病は、広範な健康被害をもたらし、大きな社会問題となりました。また、欧州においても、
1970年代初頭より、国境を越えた酸性雨の深刻化や漂流ゴミによる海洋汚染など、一国内に収まらない地
球規模での環境汚染が報告されるようになりました。

国際社会が環境問題に注目し始める中、世界中の有識者が集まって設立されたローマクラブが、1972年
（昭和47年）に「成長の限界」と題した研究報告書を発表し、人類の未来について、「このまま人口増加や
環境汚染などの傾向が続けば、資源の枯渇や環境の悪化により、100年以内に地球上の成長が限界に達す
る」と警告しました。そして、その10年後の1984年（昭和59年）には、「環境と開発に関する世界委員
会」（ブルントラント委員会）が国連に設置されました。同委員会は、3年間の議論を経て作成した「我ら共
通の未来（Our Common Future）」という報告書を公表し、「持続可能な開発」という概念を提唱しまし
た。「我ら共通の未来」では、「持続可能な開発」を「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、
今日の世代のニーズを満たすような開発」と定義し、政策決定における環境と経済の統合を目指す考え方を
示しました。

2012年（平成24年）に開催された国連持続可能な開発会議（リオ＋20）では、［1］持続可能な開発及
び貧困根絶の文脈におけるグリーン経済と、［2］持続可能な開発のための制度的枠組の2つを主な議題とし
て議論されました。特に、資源制約の克服、環境負荷の軽減、経済成長の達成を同時に実現する経済のあり
方としてグリーン経済に関する活発な議論が行われたことから、国際的に大きな関心がリオ＋20に寄せら
れました。

ここでは、グリーン経済に関する世界的な議論の潮流や、グリーン経済の推進に寄与する持続可能性指標
の開発状況についても紹介します。

グリーン経済の取組の重要性～金融と技術の活用～第3章
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（1）グリーン経済・グリーン成長に関する国際的な議論

環境対策と経済活動の関係については、さまざま
な文脈で取り上げられますが、国際的な議論におい
ては、国連環境計画（UNEP）の提唱する「グリー
ン経済」と、経済協力開発機構（OECD）の提唱す
る「グリーン成長」がよく知られています（表3-1-
1）。

UNEPでは、「環境問題に伴うリスクと生態系の
破壊等を軽減しつつ、人間の福利や不平等を改善す
る経済のあり方」をグリーン経済として定義してい
ます。グリーン経済の達成のための政策として、
UNEPでは、効果的なグリーン経済への移行を促進
する分野への政府の投融資の促進、グリーン投資や
技術革新を促進させる税を活用した研究開発や技術
革新への投資などを挙げています（表3-1-2）。

一方、OECDでは、資源制約の克服と環境負荷
の軽減を図りながら経済成長も実現するグリーン成
長の重要性を説いています。OECDではグリーン
成長を、「私達の暮らしを支えている自然環境の恵
みを受け続けながら、経済成長を実現する考え方」

表3-1-1　UNEPのグリーン経済とOECDのグリーン成長
グリーン経済
（UNEP）

環境問題に伴うリスクを軽減しながら人間の福利や不
平等を改善する

グリーン成長
（OECD）

資源制約の克服と環境負荷の軽減をはかりながら経済
成長も達成する

資料：環境省

表3-1-3　 持続可能な社会の実現に関する国際的な動き
年 条約・会議・レポートの名称 概要

1972年
（昭和47年） 国連人間環境会議（ストックホルム会議） 環境問題全般についての初めての大規模な国際会議。「人間環境宣言」「行動計画」を採

択。後のUNEPの設立が決められた。
1972年

（昭和47年） 成長の限界（ローマクラブ） 急速な経済成長や人口の増加に対して、環境破壊、食料の不足問題とあわせて、人間活
動の基盤である鉄や石油や石炭などの資源は有限であることを警告した。

1980年
（昭和55年） 西暦2000年の地球（米国政府）

カーター大統領（当時）の指示により取りまとめられた報告書。2000年までの20年
間に予想される総合的な環境への影響は、人口、経済成長、資源等の見通しに深刻な影
響を与えるおそれがあるとした。

1987年
（昭和62年）

我ら共有の未来（Our Common Future）
（環境と開発に関する世界委員会）

我が国の提案により国連に設置された特別委員会である「環境と開発に関する世界委員
会」の報告書。環境と開発の関係について、「将来世代のニーズを損なうことなく現在
の世代のニーズを満たすこと」という「持続可能な開発」の概念を打ち出した。

1992年
（平成4年）

環境と開発に関する国連会議
（地球サミット：リオ会議）

持続可能な開発に関する世界的な会議。世界の約180か国が参加し、「環境と開発に関
するリオ宣言」「アジェンダ21」をはじめとして、21世紀に向けた人類の取組に関する
数多くの国際合意が得られた。

生物多様性条約　採択 生物の多様性の保全、その構成要素の持続可能な利用及び遺伝資源の利用から生ずる利
益の公正かつ衡平な配分を目的とした条約。

国連気候変動枠組条約　採択 気候系に対して危険な人為的影響を及ぼすこととならない水準において、大気中の温室
効果ガス濃度を安定化することをその究極的な目的とした条約。

1997年
（平成9年） 国連気候変動枠組条約第3回締約国会議 条約附属書Ⅰ国（先進国等）の第一約束期間（2008年～2012年）における温室効果

ガス排出量の定量的な削減義務を定めた京都議定書を採択。

2000年
（平成12年） 国連ミレニアムサミット

「21世紀における国連の役割」をテーマに、紛争、貧困、環境、国連強化等について幅
広く議論し、ミレニアム宣言を採択。その翌年に国際開発目標の統一的な枠組みである

「ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）」が取りまとめら
れた。

2002年
（平成14年）

持続可能な開発に関する世界首脳会議
（ヨハネスブルグサミット：リオ＋10）

地球サミットから10年という節目の年に開催。「ヨハネスブルグサミット実施計画」「政
治宣言」「約束文書」を採択。また、我が国の提案により、2005年からの10年間を「国
連・持続可能な開発のための教育の10年」とすることが決定した。

2010年
（平成22年） 生物多様性条約第10回締約国会議 生物多様性に関する2011年以降の目標である「愛知目標」や遺伝資源へのアクセスと

その利益配分に関する「名古屋議定書」等が採択・決定された。

2012年
（平成24年） 国連持続可能な開発会議（リオ＋20）

地球サミットから20年という節目の年に開催。①持続可能な開発及び貧困根絶の文脈
におけるグリーン経済及び②持続可能な開発のための制度的枠組みをテーマに、焦点を
絞った。

資料：環境省

表3-1-2　グリーン成長における重要な要素

生産性の向上 環境効率性を指向することで生産性を向上し、廃棄物
やエネルギー消費を抑制する。

環境分野の
技術革新

環境問題の解決に向けた制度設計によって、技術革新
を促す。

新しい市場の
創造

環境にやさしい技術に裏打ちされた新しい市場の創造
によって、新しい雇用の可能性が生まれる。

安定した政策
への信頼

環境問題に対処するための政策が中長期的に行われる
ことで、投資行動が促進される。

マクロ経済的
な安定性

資源価格の乱高下を抑制し、財政支出の安定を図るこ
とで、マクロ経済の安定を図る。

資源制約
自然資源の損失が社会経済活動の便益を超えることに
よって将来的な経済成長の可能性が損なわれることを
防ぐ。

生態系におけ
る安定性

生態系の安定性が損なわれることによって生じる不可
逆的な悪影響のリスクを回避する。

資料：環境省
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と定義し、その実現の重要な要素として、環境問題を軽減するための投資の促進や技術革新、新しい市場の
創造などを挙げています。
「グリーン経済」・「グリーン成長」のいずれも、環境・経済・社会のいずれの側面においても持続可能性

を追求しようとしている概念といえます。特に、グリーン成長については、従来、環境保全を経済成長の阻
害要因として捉えていたものを、環境分野への投資が経済成長を推進する要因として捉え直すという、発想
の転換を図るものとなっています。

社会経済が成熟期に入っている先進国では、今後の成長が大きな課題であり、環境分野における経済成長
に関心が集まる一方で、途上国では貧困撲滅や経済発展が主要な課題であり、これに伴って生じる環境問題
にどのように対応するかが関心事となっています（表3-1-3）。

（2）グリーン経済の構築に寄与する持続可能性指標の開発 

1980年代以降、持続可能性についての議論が進展し、この概念を開発政策などにどのように組み入れる
べきかとの関心も高まったことなどから、国内外で経済社会の持続可能性を測る指標の開発が進められてい
ます。持続可能性指標が実社会に適用されていくことにより、これまでのように経済活動の大きさのみでは
なく、環境保全の進捗度合いなども含めたさまざまな社会的要素が加味されるようになることで、環境と経
済が共に持続可能となるグリーン経済の構築に寄与することが期待されています。

ア　ジェニュイン・セイビング

世界銀行では、「ジェニュイン・セイビング（Genuine Savings）」という持続可能性指標を開発してい
ます。この指標は、国民総貯蓄から固定資本の消費を控除し、教育への支出を人的資本への投資額として加
え、そこから天然資源の枯渇・減少や二酸化炭素の排出、森林減少、浮遊粒子状物質などによる損害額を控
除して計算されます。ジェニュイン・セイビングがマイナスとなることは、総体として富が減少することを
示しており、その状態が続けば、現在の消費水準を持続することはできないということを意味します。

イ　Beyond  GDP

GDPは各国の経済規模を示すものですが、環境破壊などの「社会的な負の要素」が増加してもGDPは

コラム　環境問題と外部不経済

市場経済の下では、個人や企業が自らの利潤を最大限追求すれば、社会的に望ましい状態が達成され
るとされていますが、市場において価格付けされていない財を利用する場合には、利用に伴う社会的費
用が適切に私的利用の意思決定に反映されないため、その財の利用状態が社会的に好ましくない状況と
なることがあります。この状態を外部不経済と言います。具体的には、我々の経済社会では、天然資源
や水資源をはじめとした自然資源を利用していますが、その利用の意思決定の際に、社会全体で負担す
べき費用が適切に考慮されず、自然資源がもつ浄化機能や供給機能を上回った利用がなされた場合に、
生活環境に負の影響が及ぶ可能性があります。公害問題や地球温暖化、生物多様性の損失などに代表さ
れる環境問題は、外部不経済の代表的な例と言えます。英国のTRUCOST社が2013年（平成25年）
に発表した報告書では、2009年（平成21年）の世界の一次産業及び一次加工業が環境に与えたコスト
は7.3兆ドルと見積もられています。これは当時の世界の国内総生産（GDP）の13％に相当し、より上
流側の産業によるコストも含めれば、事業活動全体での影響はさらに大きいと言えます。
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増加してしまうという面を持っています。
2007年（平成19年）に「Beyond GDP会議」が開催され、GDPを補完し、より包括的な情報を提供

する新たな指標の開発に向けた合意が得られたことから、欧州委員会では2009年（平成21年）に「GDP 
and beyond」を公表し、持続可能な社会の進歩を測定する指標の開発のための5つの行動計画を決定し、
欧州諸国においてGDPに代わる新指標の開発が進められています。GDPがもつ負の要素をGDPから控除
した国民純福祉（NNW）、真の進歩指標（GPI）といった指標があります。

ウ　グリーン成長指標

OECDでは、グリーン成長に向けた取組の進捗状況を評価するために、25のグリーン成長指標を整備し
ています。これらの指標は、経済成長と環境との関係について、［1］生産性・効率性がどの程度高いか、

［2］自然資源がどの程度残されているか、［3］社会経済活動が人の健康や環境に悪影響を及ぼしていない
か、［4］グリーン成長を支える政策が効果的に実施されているか、という4つの視点から分類され、評価に
用いられています。

エ　包括的富指標

国連大学では、「包括的富指標（Inclusive Wealth Index、以下「IWI」という。）」の開発を進めていま
す。IWIとは、従来のGDPや人間開発指数（HDI）などのように短期的な経済発展を基準とせず、持続可
能性に焦点を当て、長期的な人工資本（機械、インフラ等）、人的資本（教育やスキル）、自然資本（土地、
森、石油、鉱物等）を含めた、国の資産全体を評価し、数値化した指標です。2012年（平成24年）にブ
ラジルで開催されたリオ＋20において、国連大学地球環境変化の人間・社会的側面に関する国際研究計画

（UNU-IHD）が、UNEPなどと共同で発表した報告書の中で示されました。
本報告書では、「経済成長の偏重は、将来の世代に深刻な被害をもたらし、資源を枯渇させる。IWIは、

豊かさと成長の持続可能性を提示できる」と、その有用性を指摘しており、IWIは各国における持続可能
な社会の構築に寄与する指標として、世界的に注目されています。

2　環境産業の現状

我が国で公害問題が発生し、環境負荷物質に対する環境基準が設定されると、その基準を達成するべく、
さまざまな環境技術の開発が進められてきました。自然環境への負荷を低減させる製品・サービスを提供す
る産業は従来から我が国に存在してきましたが、このような環境技術の開発も我が国の環境産業発展の契機
になってきました。

ここでは我が国の環境産業の現状と世界規模での見通しについて見ていきます。

（1）環境産業の現状

ア　環境産業の規模と見通し

我が国では、OECDの環境産業の分類（The Environmental Goods & Services Industry）を参考に、
環境産業の市場と雇用規模について、毎年推計を行っています。これによると、平成24年における環境産
業の市場規模は約86兆円、雇用規模は約243万人と推計されており、2008年（平成20年）の世界金融危
機で一時的に落ち込みましたが、ともに拡大基調にあります（図3-1-1）。また、環境産業の市場規模と雇
用規模の伸び率を全産業平均と比較すると、いずれも高い伸び率を示しています。国内生産額に占める環境
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産業の市場規模の割合は、過去10年で一貫して増
加しており、環境産業は成長している分野といえま
す（図3-1-2）。

環境ビジネス関連企業の景況感などの動向を把握
する調査では、他産業と比較して足下も将来も景況
感が良いことが示されており、今後も成長が期待さ
れます。環境ビジネスを実施している企業から見た
自社の環境ビジネスの現在（平成25年12月）の業
況DI（Diffusion Index。良いと答えた企業の割合
から悪いと回答した企業の割合を引いた値、%ポイ
ント）は、17となっており平成25年6月の15と比
較しても引き続き業況は好調を維持していると言え
ます。また、環境ビジネスを実施している企業に関
しては、自社の同ビジネスの10年後の業況DIは
25となっており、現在の業況DI（17）と比較する
と、8％ポイント増加しています。これは、環境ビ
ジネスを実施していない企業も含めたビジネス全体の10年後の業況DIが10となっており、現在の業況DI

（9）から1％ポイントしか増加していないことと比較して、相対的に高い伸びを予想しているという結果に
なっています（図3-1-3）。

国内だけでなく、世界的にも環境産業への投資の拡大が見込まれています。例えば、国際エネルギー機関
（IEA）によると、2012年（平成24年）から2035年（平成37年）の、風力発電への世界の累積投資額は
約170兆円、太陽光発電では101兆円に上ると予測されています。

イ　環境産業がもつ経済波及効果

環境省では、環境産業の経済波及効果についても試算しています。平成24年における環境産業の経済波
及効果は約169兆円と市場規模の約2倍となっています。このうち、廃棄物処理・資源有効利用分野と地球
温暖化対策分野がそれぞれ83兆円、53兆円と大きな割合を占めています。これは廃棄物処理・資源有効利

図3-1-1　環境産業の市場・雇用規模の推移
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図3-1-2　環境産業市場規模と国内生産額の比較
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見る必要がある。

資料：環境省

図3-1-3　 環境産業の業況DI
（DI：「良い」－「悪い」、％ポイント）
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用分野の関連機器の製造などや、地球温暖化対策分野の省エネルギー自動車など大きな経済波及効果をもつ
産業が含まれていることによるものです。特に地球温暖化対策分野は、世界的な経済危機の影響で環境産業
の市場規模全体が大きく落ち込んだ時期も含めて、一貫して市場規模は増加傾向を示しており、また、現在

（平成25年12月）の業況DI（27）も10年先の業況DI（36）も環境ビジネス全体と比較して高い数値を
示していることに加え、「再生可能エネルギー」が10年後の我が国で発展していると考える環境ビジネスの
第1位となっていることから、環境ビジネスの中でも発展が最も期待されています。

以上のように環境産業は、将来にわたり規模が拡大していくことが期待され、また経済波及効果も大きい
分野があることから、我が国の成長産業の一つとして期待されます。

（2）世界規模での環境産業の雇用規模推計

UNEP、国際労働機関（ILO）、国際使用者連盟（IOE）、国際労働組合総連合（ITUC）の4機関が
2008年（平成20年）に共同で発行した報告書によると、2030年（平成42年）までに世界中で、太陽光
発電分野で630万人、風力発電分野で210万人、バイオマス発電で1,200万人の雇用が創出されると予測
されています（図3-1-4）。

また、環境産業の市場規模の拡大も期待されています。太陽光や風力発電分野においては、2030年（平
成42年）までに大幅な拡大が見込まれており、技術革新の結果、その拡大がさらに加速すると期待されて
います。

第2節　環境技術の普及によるグリーン経済の実現

グリーン経済を実現するためには、個々の経済活動が環境に与える負荷を低減させるとともに、環境産業
の振興にもつながる環境技術の開発・普及が必要になります。我が国は、これまでの経済成長の過程で、さ
まざまな公害や環境汚染を経験する一方、経済活動に伴う環境負荷を低減させる先端技術の開発を進めてき
ました。こうした我が国の経験と高い技術力を活かし、経済成長しつつある途上国に対して、我が国が有す
る環境面での先端的な技術を提供することで、地球環境への負荷を抑制しながら、途上国の経済成長に貢献
し、同時に我が国の経済成長へとつなげていくことが可能となります。

図3-1-4　再生可能エネルギー分野における雇用規模に関する推計

資料：OECD「Towards Green Growth」より環境省作成
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本節では、グリーン経済の実現に向けた環境技術政策の考え方を示すとともに、環境技術の開発や普及、
国際展開の取組について紹介していきます。

1　グリーン経済実現のための環境技術等の開発とその普及の方策

環境政策にはさまざまな手法が
用いられます（表3-2-1）。規制
的な手法は経済活動のコストとし
て見られがちですが、結果として
優れた環境技術・省エネ技術が社
会に普及する契機となることがあ
ります。政策の費用対効果や社会
全体で負担するコストの低減に留
意しつつ、経済的手法と組み合わ
せるなど、適切な政策パッケージ
を形成することで、効果的に環境
技術の開発・普及を促していくことが重要です。特に、経済的手法の一つとして、金融市場を通じて環境配
慮に適切なインセンティブを与えることで、企業や個人の行動を環境配慮型に変えていく「環境金融」とい
う新たな手法の活用が、こうした技術の普及に不可欠となっています。

環境金融については、第3節で詳しく取り上げることとし、本項では、環境政策のさまざまな手法と環境
技術・省エネ技術の開発・普及との関連を紹介します。

（1）規制的手法

我が国はエネルギー価格の高騰や公害関連規制を
経て、世界でもトップレベルの環境技術・省エネ技
術を培ってきました。規制的手法による政策が、技
術革新のきっかけとなった事例として、昭和53年
に導入された自動車排ガス規制（日本版マスキー法）
が知られています（図3-2-1）。同規制は、既存の技
術では対応しきれない規制基準を設け、強制的に技
術を促進させる特徴を有しており、いち早く規制を
達成した企業が業界における競争優位を得ることが
できるものでした。当時は産業界から、自動車産業
の対外競争力を失わせるという強い反発が起こった
ものの、排ガス規制に対する世論の高まりなどによ
り導入されました。しかし、結果的に我が国の自動
車メーカーは当時世界で最も厳しいこの排ガス規制
基準を達成し、燃費技術も向上させることで、かえって国際競争力が強化されることとなりました。

最近の規制的手法を用いた政策では、平成10年のエネルギー使用の合理化に関する法律（昭和54年法律
第49号）改正時に導入されたトップランナー制度があります。トップランナー制度とは、自動車や家電等
の製造・輸入事業者に対し、3～10年程度後に、現時点で最も優れた機器の水準に技術進歩を加味した基準

（トップランナー基準）を満たすことを求める制度です。例えば、トップランナー制度の対象である家庭用
冷蔵庫は、平成17年度から平成22年度の6年間で、約43％のエネルギー効率の向上が達成されてきました。

表3-2-1　主な環境政策手法について
政策手法 概要 具体例

規制的手法
　直接規制的手法
　枠組規制的手法

具体的な行為や基準を義務づけるもの
手続などのルールを義務づけるもの

水質汚染防止法の排水基準
PRTR法の届出制度

経済的手法 行為者に経済的誘因を提供するか、経
済的負担を課す手法

研究開発・技術開発補助金、地球温
暖化対策税、固定価格買取制度

自主的取組手法 事業者などが自らの行動に一定の努力
目標を設けて対策を実施する手法 経団連の低炭素社会実行計画

情報的手法 環境負荷などの情報の開示と提供を進
める手法 環境報告書、省エネラベル

手続的手法 意思決定の過程に、環境に配慮した判
断を行う手続を組み込んでいく手法 環境アセスメント

資料：環境省

図3-2-1　 自動車排出ガス（NOX）規制値の推移
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規制的手法の環境技術等への効果を説明したものに、「ポーター仮説」があります。ハーバード大学の経
営学者マイケル・ポーターは、「適切に設計された環境規制は、費用低減・品質向上につながる技術革新を
刺激し、その結果、国内企業は国際市場において競争上の優位を獲得し、他方で国内産業の生産性も向上す
る可能性がある」と主張しました。例えば、上記の日本版マスキー法は、環境庁（現　環境省）の中央公害
対策審議会が、各自動車メーカーから技術的可能性を聞き取りながら規制値を決めていく方法がとられてい
ました。こうした適切な環境規制の設計により、技術革新が誘発されると考えられます。

このように、将来の技術開発の実現可能性を見据え、適切かつ明確な目標を設定することにより、技術の
進歩を促すことが可能です。さらに、これによって得た技術的優位が産業の国際競争力強化につながるとい
うように、環境規制等、技術、産業の競争力の間に、相互に助長する関係を築くことができるといえます。
他方、適切な規制・指導の実施のみで技術開発が進むわけではありません。企業の技術開発にはさまざまな
リスクが伴うことから、以下で紹介する経済的手法と組み合わせていくことが重要です。

（2）経済的手法

経済的手法とは、経済的誘因を提供するか、行為者に経済的負担を課すことにより、望ましい行為を誘導
し、又は望ましくない行為を抑制する結果、環境への負荷を低減する手法です。各主体が市場原理に基づい
た合理的な選択をすることができるようになるため、規制的手法に比べて低い経済的・社会的コストで目的
を達成できる手法といわれています。OECDと欧州連合（EU）は、経済的効率性を損なわずに環境目標を
達成し、経済政策と環境政策を両立する手法として、経済的手法の活用を推奨しています。ここでは、経済
的手法のうち代表的な政策である補助金、税、排出量取引制度について、環境技術への影響を紹介します。

補助金は、特にコストが高い環境技術について、量産効果などにより価格競争力が向上し、市場が整備す
るまでの暫定的な措置として有効です。また、政府が支援することによって、環境技術に対する民間投資を
呼び込む効果が生まれるとともに、研究開発へ支援することで、技術革新を誘発することが期待されます。
ただし、補助金による支援だけではそれに依存してしまう可能性があるため、補助金が終了しても環境技術
の開発・普及が継続されるよう、さまざまな政策を組み合わせていくことが求められます。

税制のグリーン化は、課税や減税による価格インセンティブを働かせることにより環境配慮行動を促す手
法であり、企業や消費者が商品を製造・購入する際に、より環境負荷の少ない技術や商品の選択が促進さ
れ、環境汚染物質の排出削減やエネルギー使用の効率化といった環境改善効果をもたらすものです。また、
税収を環境負荷の少ない技術や商品の開発や普及に充当することにより、環境汚染物質の排出削減やイノ
ベーション（技術革新）が促される効果もあります。

我が国では、平成24年10月から「地球温暖化対策のための税」が導入されました。具体的には、我が国
の温室効果ガス排出量の約9割を占めるエネルギー起源二酸化炭素（CO2）の排出削減を図るため、全化石
燃料に対してCO2排出量に応じた税率（289円/CO2トン）を石油石炭税に上乗せするものです。急激な
負担増を避けるため、税率は3年半かけて段階的に引き上げることとされており、平成26年4月に第2段
階目の引上げが行われました。この課税による税収は、エネルギー起源CO2の排出削減を図るため、省エ
ネルギー対策・再生可能エネルギーの導入に充当されます。

また、平成21年度から、いわゆるエコカー減税が実施されており、環境性能が高い自動車の自動車重量
税・自動車取得税を減免することで、環境技術の開発・普及を促進しています。平成23年度には、最新の
技術を駆使した高効率な省エネ・低炭素設備や再生可能エネルギー設備への投資（グリーン投資）を重点的
に支援するため、「環境関連投資促進税制（グリーン投資減税）」が導入され、平成25年度から、同減税措
置の対象設備を拡充するとともに、適用期限を延長するなど、引き続きグリーン投資の促進による環境技術
の普及に取り組んでいます。さらに、平成26年度からは、車体課税のさらなるグリーン化や、ノンフロン
製品などの設備投資の促進に向けた減税措置が講じられています。

排出量取引制度は、温室効果ガスの排出に価格をつけることで、排出削減行動を行うインセンティブが働
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くため、費用対効果の高い対策技術の導入や技術開発が促進されるとともに、取引等を行うことで排出削減
に要する社会全体としてのコストを低減させることが期待されます。原則として、キャップ・アンド・ト
レード制度は、コスト効率の良い形で緩和を実現し得ますが、その履行は各国の事情に依拠します。

2007年（平成19年）頃から、キャップ・アンド・トレード型排出量取引制度を始めた国や地域の数は
増えており、また我が国では、東京都や埼玉県において同制度が導入されています。制度導入の成果の例と
して、高効率照明器具、昼光利用による照明制御、太陽光発電、空調機変風量システム、外気冷房、CO2

濃度による外気量制御が導入されるなど、環境技術の導入が進みました。これらの環境技術を積極的に導入
し、東京都の優良特定地球温暖化対策事業所に認定された事業所の一例として、丸の内パークビルディング
が挙げられます。

（3）自主的取組手法

自主的取組手法とは、事業者などが自らの行動に一定の努力目標を設けて対策を実施するという取組に
よって、環境負荷低減などの政策目的を達成しようとする手法です。技術革新への誘因となるとともに、関
係者の環境意識の高揚や環境教育・環境学習にもつながるという利点があります。事業者などがその努力目
標を社会に対して広く表明し、政府においてその進捗点検が行われることなどによって、事実上社会公約化
されたものとなる場合等には、さらに大きな効果を発揮します。

我が国では、産業界における対策の中心的役割を果たす「自主行動計画」を推進しています。同計画は、
経団連を中心とした産業界により、地球温暖化問題への主体的な取組として策定されました。同計画に続く
新たな計画である「低炭素社会実行計画」においても、低炭素製品の開発・普及や中長期的な革新的技術開
発が取組の柱として掲げられており、各業種の状況に応じた柔軟な技術開発の進展が期待されます。

2　グリーン経済の構築に向けた環境技術に関する取組

ここまでは、環境技術の開発や、社会への普及を促進するためのアプローチ方法について概観しました。
こうしたアプローチ方法を踏まえて、環境技術を開発するとともに、我が国の環境技術を国内外へと普及さ
せていくことが重要です。

平成26年3月、石原環境大臣は、「L2-Tech・JAPANイニシアティブ」を発表しました。このイニシア
ティブは、大幅な省エネにつながるような、先導的な低炭素技術（Leading ＆Low carbon Technology）
を「L2-Tech」と位置付けてリスト化し、それを活用しつつ、先導的な低炭素技術の開発・導入・普及を強
力に推進するものです。こうした取組を進めることで、グリーン経済の構築にも寄与することが期待されま
す。

（1） 環境技術の開発促進とその普及のための枠組～低炭素分野を中心に～

ア　低炭素技術の開発

低炭素技術の研究開発とその実用化は、温室効果ガスを削減する環境面での効果と、技術開発が新たな産
業分野を創出するという経済面での効果を同時に有するものです。我が国は、こうした効果を増大させるべ
く、地球温暖化対策技術開発・実証研究事業を通じて、技術革新を促す開発・実証へ支援を実施していま
す。

同事業では、4分野（［1］交通、［2］建築物等、［3］再生可能エネルギー・自立分散型エネルギー、［4］
バイオマス・循環資源）を対象とした支援を実施しています。例えばバイオマス・循環分野では、自動車燃
料にも使用可能な第二世代バイオディーゼル燃料の技術開発や、事業化に向けた社会システムの構築に取り
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組んでいます。第二世代バイオディーゼル燃料は、従来の第一世代バイオディーゼル燃料に比べて燃料品質
が安定しているとともに、多様な動植物性油脂への原料拡大が図られることで、廃棄物系バイオマスの利活
用の低コスト化に大きく貢献することが期待されています。こうした第二世代バイオディーゼル燃料を、車
両適合性のある燃料にする技術開発を進めると同時に、スーパー等の店舗を活用するなど、地域での実用化
を想定した回収事業モデルを構築して、本技術開発を事業化につなげていきます（図3-2-2）。

環境省は、将来的な地球温暖化対策の強化につながる技術であって、産業界による自主的な技術開発では
社会への普及が困難なものに重点を置いて、開発・実証研究を支援していく予定です。

イ　固定価格買取制度による再生可能エネルギー技術の普及

再生可能エネルギーの普及を図るための制度として、電気事業者に
よる再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年
法律第108号）に基づき、平成24年7月1日から、固定価格買取制度

（以下「FIT」という。）が開始されました。FITは、再生可能エネル
ギー源を用いて発電された電気を、一定の期間と価格で電気事業者が
買い取ることを義務付けるとともに、再生可能エネルギーの発電事業
者に一定期間、「買取価格の保証」などの経済的インセンティブを与
えるという経済的手法を用いています。電気事業者が買取に要した費
用は、各電気事業者が一般家庭や事業所などに対し、使用電気量に比
例した賦課金を電気料金に上乗せして請求することが認められています。買取価格は毎年度改定され、量産
効果による発電設備の価格下落などを、買取価格に反映させる仕組みとなっています。

FITでは、太陽光発電・風力発電・中小水力発電（3万kW未満）・地熱発電・バイオマス発電で発電さ
れた電気が買取の対象となります。制度開始から平成25年12月までの間に、新たに稼働した再生可能エネ
ルギーの発電設備容量は、制度開始前に比べ約3割増加しており、そのうち9割以上が太陽光発電となって
います。例えば埼玉県桶川市では、世界で初めて大規模な水上設置型太陽光発電システム（以下「水上メガ
ソーラー」という。）を設置し、一般家庭約400世帯分の年間電気消費量に相当する発電量を見込んでいま
す（写真3-2-1）。水上メガソーラーは、太陽光パネルが水で冷やされることで発電効率が高まる効果があ
るとともに、貯水の蒸発や、青粉などの藻類の異常発生を軽減できるため、灌漑池を有効利用できる効果も
期待されています。今後メガソーラーを設置する陸上の土地が不足することを想定した新エネルギー・産業

図3-2-2　 第二世代バイオディーゼル燃料の技術開発実証研究事業の構図

資料：環境省

地域でのバイオ燃料利用

地域での利活用

政策、技術、ビジネス
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事業化モデルの検討

取組地域への支援の仕組み
（エコポイント等）
地域コミュニティー、事業者の参画

多様なステーク
ホルダーの協業

税制面での優遇

バイオ軽油として
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による回収システム

廃食用油回収容器の配布
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バイオガスの改質による水素）

地域の多様な
バイオマス資源の利用

都市ごみ＝再生可能資源

写真3-2-1　 桶川市の水上メガソー
ラー

写真：株式会社ウエストホールディングス
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技術総合開発機構（NEDO）は、水上メガソーラーによる発電コストを従来型の地上設置型メガソーラー
並みにすることを含め、従来太陽光発電が設置されてこなかった場所の活用を目的として平成25年度から
実証事業を実施しています。このように、FITによる再生可能エネルギーの普及拡大により、新たな再生可
能エネルギー技術の開発が促されることが今後も期待されます。

ウ　利用可能な最先端技術の普及

事 業 者 な ど が 利 用 可 能 な 最 先 端 技 術（Best 
Available Technology、以下「BAT」という。）
を積極的に導入する取組に対して、支援していくこ
とも重要です。日本経済団体連合会が策定した「低
炭素社会実行計画」において、参加業種が設備の新
設・更新時にBATを最大限導入することを前提に、
2020 年（平成32年）のCO2排出削減目標を設定
することや、低炭素製品の普及・開発、技術移転を
通じた国際貢献、革新的技術の開発などのコミット
メントを行うことが掲げられています。政府は産業
界によるBAT導入の最大化を実現すべく、率先し
て取り組む事業者に助成し、かつ参加事業者同士が
協働して目標を達成できる仕組みを創設しました

（先進対策の効率的実施による二酸化炭素排出量大
幅削減事業）（図3-2-3）。参加企業は、政府が選定
したリストからBATを選択し、参加事業者自身がCO2排出削減目標を設定します。助成をするかどうかは、
CO2を1トン削減するのに必要な費用が小さいものから採択するリバースオークション方式をとるため、
費用対効果が高い削減対策が優先されます。さらに、目標達成方法には市場メカニズムを採用し、参加事業
者同士が排出枠を取引できる仕組みとしました。目標を達成できなかった事業者は、目標を超過した企業か
ら排出枠を購入することで、確実に目標を達成させることができます（図3-2-4）。

図3-2-3　 「先進対策の効率的実施による二酸化炭素排出量
大幅削減事業」の仕組み

資料：環境省
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図3-2-4　 「先進対策の効率的実施による二酸化炭素排出量大幅削減事業」の流れのイメージ

資料：環境省
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コラム　ドイツにおける固定価格買取制度とグリーン経済

ドイツでは、1990年（平成2年）に、世界で初めて導入されたFITにより、ドイツ国内の発電量に占
める再生可能エネルギーの割合が、2000年（平成12年）の6.2％から2012年（平成24年）には
22.4％へと急速に増加し、再生可能エネルギー分野での雇用は2004年（平成16年）から倍増して、38
万人に増加しました。ドイツ連邦環境省は今後も再生可能エネルギーなどの環境技術による経済的効果
は高まると予想しており、2012年（平成24年）に公表した報告書「環境技術アトラス」において、国
内総生産における環境技術の割合は、2011年（平成23年）の11％から2020年（平成32年）には
20％以上に上昇し、環境技術の売り上げは2020年（平成32年）には世界全体で2兆440億ユーロで
あったのが、2025年（平成37年）には4兆4,000億ユーロに達すると試算しています。

こうした再生可能エネルギー技術の普及や環境産業への波及効果が大きい一方で、ドイツ国内では
FITについて見直しの検討が行われています。見直しの主な原因は電気料金の高騰であり、2013年（平
成25年）には前年比で47％も電気料金が上昇しました。高騰の原因としては、買取価格が高い太陽光
発電による売電が急増したことや、大規模需要家（鉄鋼産業や化学産業など）を対象とした賦課金の負
担免除を増額したり、負担免除の対象企業を拡大したことが挙げられます。

ドイツは2020年（平成32年）までに最終エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合を少な
くとも35％に、2050年（平成62年）には60％に引き上げることを目標にしており、現在の電気料金
高騰に対してどのような対応を行うのか注目されています。我が国はドイツの経験からヒントを得なが
ら、再生可能エネルギーの普及を進めていくことが必要となります。

ドイツにおける固定価格買取制度の賦課金水準と発電量に占める再生可能エネルギー比率の推移

現在の日本の賦課金の水準

（括弧内は平均家庭あたりの月額負担額（円換算））

（四角内は発電電力量に占める再生可能エネルギーの割合）
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コラム　東京オリンピックとグリーン経済

我が国では、グリーン経済の概念は、スポーツの祭典にも浸透しつつあります。
平成25年9月、56年ぶり2度目の開催となる東京オリンピック・パラリンピックが2020年（平成32

年）に開催することが決定しました。昭和39年に開催された一回目の東京オリンピックはアジア初のオ
リンピックであり、戦後の日本経済復興のシンボルとなる大会でしたが、今回のオリンピックでは「復
興の加速と世界への感謝」を招致動機として、招致に伴うインフラの整備が日本の再興につながると期
待されています。国際オリンピック委員会（IOC）本部に提出した「2020年夏季オリンピック・パラ
リンピック大会立候補申請書」では、「都市施策に合致した大会の環境対策と持続可能性戦略」を明記し
ており、我が国の環境技術を最大限に活用して大会の環境対策を行うこととしています。具体的には、
競技会場のうち28会場を選手村から8km圏内にコンパクトに配置し公共交通機関を最大限活用するこ
とによる環境負荷の最小限化、競技会場の建設や運営にできるだけエネルギーを使わない、カーボン排
出の少ない運用を行う、低公害かつ低燃費車両の活用、廃棄物の発生を最大限抑制、再使用、再利用の
促進など行うとともに、オリンピック開催を梯子にして、環境技術の展開を促進するとともに、実現可
能な環境保護と持続可能な対策を提示するとしています。特に選手村については、日本の気候に応じた
伝統的な建築技術と最先端の環境設備を融合した環境負荷の少ないまちづくりを体現するモデルとなる
ことを目指して、我が国の伝統的な建築材料である木材を多用し、自然の光や風を取り入れるパッシブ
デザインの居住空間により、エネルギーを最小限に抑え、快適な環境を提供するとしています。また大
会を契機として東京を中心とした大都市圏で官民が展開する環境対策を連携・協働させることにより、
2020年（平成32年）に向け東京を中心とした大都市圏の低炭素化を一層促進し、国内外に環境先進国
日本の姿を発信することが期待されています。

このように2020年（平成32年）東京オリンピックでは、環境負荷の最小化、自然と共生する都市環
境計画、スポーツを通じた持続可能な社会づくりを柱に、カーボンニュートラルな大会を目指していま
す。

東京オリンピック　選手村イメージ図

選手村の設計及び建設は、世界有数の国内でも一流の設計会社の
コントロールのもと行われ、緻密な運営計画のもと、最高水準の実用
性、アクセシビリティ、持続可能性を備えるとともに、革新的な技術、
日本の伝統的な様式と調和を最高の形で表現する。

大会期間中の、選手村の運営効率を最大化するために、海外の専
門家から助言を求め、また過去の大会を参考にする。とりわけ輸送、
食事、体調管理、レクリエーション及びＮＯＣへの円滑な支援に重点
を置く。

サッカーの予選に出場するため東京以外の最適なホテルに宿泊す
る選手を含め、すべての選手が選手村に滞在することができる。

用地は東京都が所有

東京都の監督の下で民間事業者等が建設する選手村の用地は、東
京都が所有している。

143 144

10 10選手村 選手村

資料：一般財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会
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（2）我が国の優れた低炭素技術

ここまでは、我が国の環境技術の開発促進と、その普及のための仕組みについて、低炭素分野を中心に見
てきました。低炭素社会を実現するためには、優れた低炭素技術の社会への実装によって、温室効果ガスの
削減に努め、環境負荷を低減するとともに、我が国の経済成長にもつなげていくことが重要です。ここで
は、我が国の優れた環境技術を特定し、開発や普及の方向性を示した「環境エネルギー技術革新計画」を紹
介するとともに、低炭素分野において、今後普及が期待される優れた技術をエネルギー起源CO2の排出部
門別に紹介します。

ア　環境エネルギー技術革新計画

第1章で紹介した、攻めの地球温暖化外交戦略を実現させるべく、平成25年9月に改訂された「環境エ
ネルギー技術革新計画」において、我が国の優れた環境技術の開発・普及への道筋が示されています（図
3-2-5）。平成20年に策定された「環境エネルギー技術革新計画」は、国際的な低炭素社会の実現とともに、
エネルギー安全保障、環境と経済の同時達成及び途上国への貢献を目指すための計画です。今回の改訂で
は、切れ目なく優れた技術の開発・普及を推進すべく、最新の知見を踏まえて技術レベルのあり方を提示す
る技術ロードマップを示す観点から改訂を行いました。具体的には、［1］短中期・中長期に開発を進める
べき革新的技術の特定、［2］技術開発を推進するための施策の強化、［3］革新的技術の国際展開・普及に
必要な方策についてまとめました。「環境エネルギー技術革新計画」に記載された技術が世界中で開発・普

図3-2-5　�環境エネルギー技術革新計画における環境技術の開発・普及への道筋

資料：内閣府

※１　環境エネルギー技術の横軸上の位置は、各技術のロードマップを踏まえ、本格的な普及のおおよ
その時期を示すものである。

※２　「現状技術パス」は、各種技術の効率（例えば、石炭火力発電の発電効率）が変化しない場合の世
界全体のおおよその排出量を示すものである。

※３　「既存技術向上・普及」及び「より革新的な技術普及」の矢印は、世界全体で排出量半減の目標を
達成するためには、既存技術の向上・普及だけでなく、より革新的な技術の普及による削減が必
要であることを示すものであり、それぞれの技術による削減幅を示すものではない。
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及されれば、2050年（平成62年）までに、世界の温室効果ガス半減に必要な量の約8割が削減できると試
算しています。

イ　部門別にみる低炭素技術

「環境エネルギー技術革新計画」では、開発を進めるべき37の低炭素技術を特定していますが、ここでは
エネルギー起源CO2の排出部門別に、グリーン経済の実現に向けて開発・普及が期待される優れた低炭素
技術を紹介します。CO2排出量が最も大きい産業部門では、大規模排出源への導入が期待される二酸化炭
素回収・貯留（以下「CCS」という。）、CO2排出量が横ばい傾向にある運輸部門では次世代自動車、CO2

排出量が急増している民生部門では、地中熱を利用したヒートポンプ技術、エネルギー転換部門（発電等）
では、洋上風力発電技術について取り上げます。

（ア）産業部門やエネルギー転換部門での普及が期待される二酸化炭素回収・貯留技術
CCSとは、主に発電所や製鉄所などのCO2大規模排出源で、化石燃料を燃やした際に生じる排ガスから

CO2を回収した後、パイプラインや船舶で輸送し、地下深くの貯留層に埋める技術です。大気中に放出さ
れるCO2 を減らすことができる
ため、温暖化対策技術の一つとし
て世界的に注目されています。
IEAでは、2009年（平成21年）
と比較して、2050年（平成62
年）時点のCO2を半減する上で、
各種技術がどう貢献するかを示し
ており、これによると、2050年

（平成62年）までのCO2 累積排
出削減量のうち、CCSによる削
減割合は14％を占めると推計さ
れています。

CCSは、分離・回収、輸送、
貯留の主に3つの技術で構成され
ています（図3-2-6）。特に我が
国の回収技術は世界最高水準を誇っており、米国等
で実施されているCCS実証プロジェクトにおいて
も採用されています。

IEAが平成25年に公表した「技術ロードマップ：
CCS」では、CCSを展開するための基盤を整える
には、2020年（平成32年）までに7つの行動が必
要であると提案しており、CCSの実証と早期展開
のための財政支援メカニズムの導入など、政府によ
る規制や支援の必要性が示されています（表3-2-
2）。

CCSは「環境エネルギー技術革新計画」におい
て、地球全体の環境・エネルギー問題の解決と、各
国の経済成長に必要と考えられる「革新的技術」の
一つとして位置づけられるとともに、「日本再興戦

図3-2-6　 CCSの流れ

資料：環境省

陸域　帯水層
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不透水層 海域

輸送段階

貯留段階
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CO2排出源

地上設備より
海域に圧入

③船上より海域に圧入

①CO2を
分離・回収

パイプライン
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海上設備より
海域に圧入

CCSのイメージ
※①～③は船舶を活用したCCSの場

②海上輸送

表3-2-2　 IEA「CCS技術ロードマップ」における7つの提
言

先導する機関 求められる活動

国 プロジェクトへの民間投資を促すため、CCSの実証
と早期展開のための財政支援メカニズムの導入

国 CCSの貯留地点の探査、特性化、開発を促進する政
策の推進

国 新規の火力発電所にCCS-readyを求める多面的な資
金提供や、国内法・規制の整備

産業 
二酸化炭素回収がいまだ実証されていない産業にお
ける二酸化炭素回収システムのパイロット規模での
実証

国 一般国民や関係者における、CCS技術や普及の重要
性の理解改善に向けた一層の努力

産業/
研究機関 

継続的な技術開発を通じた、二酸化炭素回収システ
ムを装備した火力発電コストの低減と可能な限り効
率的な火力発電の利用

国 将来のエネルギー需要の中心地と二酸化炭素の量を
想定した二酸化炭素輸送インフラ整備

資料：IEA「CCS技術ロードマップ」より環境省作成
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略」のロードマップにおいて、CCSの実用化・普及促進に向けた工程が示されており、平成32年頃の実用
化を目指して、平成24年度から北海道苫小牧沖で実証実験を行っています。また、平成26年度から、船舶

（シャトルシップ）で海上輸送し、船舶から海底下に圧入・貯留するシステムの検討や、CO2分離・回収に
用いるアミン吸収液の環境負荷の評価等を行うとともに、我が国周辺水域においてCO2貯留に適した地点
の調査を実施します。

近年、欧米においてもCCSに関連した動きがみられます。米国では、環境保護庁（EPA）がオバマ大統
領の「気候行動計画」に基づき、新設する石炭火力発電所に対して、新しいCO2排出基準案を作成してお
り、同案にはCCS導入についても記述されています。欧州では2009年（平成21年）よりCCS指令

（CCS-Ready）が施行され、300MW以上の新設火力発電所については、CCSが将来適用できるように調
査・準備することを各国に義務付けています。現在、我が国を含む各国が、CCSに関する技術的課題等の
解決に取り組んでいますが、世界のエネルギー起源CO2排出量のうち、約3割が石炭火力発電から排出さ
れていることにかんがみれば、将来的にCCSによるCO2排出削減が進んでいくことが期待されます。

他方、CCSの導入を進めていく上では、安全性と環境の保全を確保することが必要です。貯留したCO2

が漏出しないよう、貯留容量、遮蔽性能、地質構造といった観点から貯留に適した地層を選定するととも
に、海洋環境や生態系への影響の評価、モニタリングをしっかりと行うことが重要です。

（イ）運輸部門での普及が期待される次世代自動車
自動車からのCO2排出量は、運輸部門からのCO2排出量のうち約9割を占めていますが、次世代自動車

によって大幅に削減できる可能性を有しています。電気とガソリンの両方を燃料とするハイブリッド自動車
（HV）や、外部電源から充電できるプラグインハイブリッド車（以下「PHV」という。）、電気のみで走行
する電気自動車（以下「EV」という。）については量産化されており、2011年（平成23年）の世界全体
でのこれらの販売台数は約250万台に上ると推計されています。我が国は次世代自動車において高い国際
競争力を有しており、PHVやEVについて世界初の量産車の製造に成功するなど世界をリードしています。

究極のエコカーと呼ばれる、水素を燃料とした燃料電池自動車（以下「FCV」という。）は、商用化に向
けた開発・実証が進められています。FCVは、燃料である水素と空気中の酸素の化学反応により発電した
電気を使用して走行し、走行時に排出するのは水のみであり、大気汚染物質やCO2を一切排出しません。

燃料となる水素は、自然界には単独で存在せず、化石燃料の改質や、水の電気分解などにより取り出すこ
とができます。再生可能エネルギーによる電力を用いて、水の電気分解により水素を取り出せば、水素は製
造から利用までの全過程でCO2を排出しないクリーンエネルギーとなります。こうした利点をもつ水素の

コラム　我が国における火力発電の環境負荷低減に向けた動き

東京電力株式会社による平成24 年度電力卸供給入札で、安定供給・経済性に資するが環境面に課題
がある石炭火力の落札の可能性があったことから、環境省及び経済産業省は「東京電力の火力電源入札
に関する関係局長級会議」において、電力の安定供給の確保、燃料コストの削減、環境保全に取り組む
ための対応について議論を行い、平成25年4月に合意した成果を取りまとめました。

具体的には、電気事業分野における実効性ある地球温暖化対策のあり方として、国の目標と整合的な
形で電力業界全体の実効性のある取組が確保されることが必要であるとの観点から、エネルギー政策の
検討も踏まえた国の地球温暖化対策の計画・目標の策定とあわせて、電力業界全体の自主的な枠組の構
築を促すこととしています。また、CO2排出量が非常に大きい個々の火力発電所の建設に係る環境影響
評価に当たって、BATの採用等により可能な限り環境負荷低減に努めているか、国のCO2排出削減目
標・計画と整合性を持っているかとの観点から、必要かつ合理的な範囲で国が審査することとしていま
す。
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普及には、大量の水素を安価かつ安定的に供給する
体制の構築が必要となります。我が国の民間企業は、
2015年（平成27年）に予定される市場投入までに、
四大都市圏を中心に約100か所の水素ステーション
を整備する予定です。政府もこれを後押しするべく、
水素ステーションの整備に対する支援を行うととも
に、水素ステーションに係る規制の見直しなど、制
度面における水素普及に向けた取組を進めています。
また、再生可能エネルギーを活用した、低炭素な水
素供給システムの普及に向けて、環境省では、埼玉
県庁における小型ソーラー水素ステーションの技術
開発・実証研究を支援しています（図3-2-7）。同ス
テーションは、水電解で1日150km分の高圧水素
を供給可能であり、電力に換算すると63kWh以上
になります。

次世代自動車の基盤技術の一つであり、高い安全
性能を求められる車載用電池技術についても、我が国は高い競争力を有しています。EVやPHV、FCVに
はリチウムイオン電池などの蓄電池が搭載されていますが、平成23年の車載用リチウムイオン電池の日系
企業シェアは約8割を占めました。この次世代自動車の蓄電池は、停電や災害時の非常用電源としての役割
も期待されています。例えば、蓄電容量が24kWhの電気自動車（日産リーフ）は、満充電時であれば一般
家庭に必要な電力を約2日分供給可能です。このように、自動車が発電した電力や、蓄電池に貯蔵してある
電力を家庭用に利用するV2H（Vehicle to Home）や、家庭用電力を自動車の充電に利用するG2V（Grid 
to Vehicle）に対応した次世代自動車が今後普及することによって、安価な深夜電力や再生可能エネルギー
の余剰電力による自動車充電、夏季の需給ひっ迫時や停電時における次世代自動車の電力利用が可能となり
ます。

また、前述の第二世代バイオディーゼルの車両燃料化など、燃料の非化石燃料化も進んでいます。

（ウ）民生部門での普及が期待されるヒートポンプ技術
第1章で見たとおり、我が国では民生部門のエネ

ルギー消費量が特に増えています。同部門の用途別
のエネルギー消費量を見ると、家庭部門におけるエ
ネルギー消費のうち、給湯が約30％、冷暖房が約
30％を占めており、全体の約6割が熱エネルギーと
なっています。また、業務部門においても消費エネ
ルギーのうち約5割が熱エネルギーです（図3-2-
8）。こうした熱エネルギーの多くは、化石燃料によ
るエネルギーによって供給されていますが、熱エネ
ルギーの供給源をヒートポンプに代えることで、
CO2排出量を3分の1から2分の1削減できるポテ
ンシャルがあります。

ヒートポンプ技術とは、空気や地中など自然界に存在する熱を、CO2や代替フロンなどの冷媒によって
圧縮・膨張させることで、大きな熱エネルギーを得る技術であり、身近な機器では冷蔵庫やエアコンに使用
されています（図3-2-9）。我が国は世界最高水準の高効率ヒートポンプ技術を実現しており、世界初の二
酸化炭素冷媒ヒートポンプ給湯機（エコキュート）の実用化に成功するなど、ヒートポンプ技術分野で世界

図3-2-8　 家庭や業務部門のエネルギー消費の内訳
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資料：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2013」より環境
省作成

図3-2-7　 埼玉県庁ソーラー水素ステーション
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をリードしています。また、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
の第4次評価報告書においても、我が国のヒートポンプ技術は欧米に
比べて高効率であることが評価されました。

ここではヒートポンプ技術のヒートソースのうち、安定した自然エ
ネルギーとして注目されている地中熱を活用した地中熱ヒートポンプ
について詳しく見ていきます。

地中熱とは、浅い地盤中に存在する低温の熱エネルギーを指します。
深さ10m以深の地中温度は、1年を通じて一定であり、地下10mの地中温度はその地域の年間平均気温と
同程度になっています。

地中熱のメリットは多岐にわたります。まず、気温と地中の温度差が大きい真夏や真冬ほど高い省エネ効
果を発揮します（図3-2-10）。また、日本中どこでも利用可能であるとともに、太陽光や風力と異なり天候
や地域に左右されない安定性を有しており、蓄電システムと併用すれば、災害時に少ない電力でも長時間給
湯や冷暖房の使用が可能となります。さらに夏季には、空冷式ヒートポンプ（一般的なエアコン）とは異な
り大気中に熱を排出しないため、ヒートアイランド現象を抑制し、消費電力の節約などを通じたCO2削減
効果があります。この安定した熱エネルギーを、ヒートポンプによって地中から取り出すことで、冷暖房や
給湯、融雪に利用することが可能となります。

我が国では近年地中熱ヒートポンプの導入が急増しており、平成23年までに990件の地中熱ヒートポン
プが導入されました。しかし、米国、中国、ス
ウェーデンなどの欧米に比べて圧倒的に少ないのが
現状です（図3-2-11）。こうした欧米諸国との差の
背景には、日本に比べ寒冷な地域が多い欧米諸国で
は、政府により早くから地中熱ヒートポンプに対す
る研究開発の支援や助成制度の適用が行われたこと
や、我が国の地質構造が欧米に比べて複雑であるこ
とから、掘削費などの初期費用が高いことなどが挙
げられています。今後は我が国においても、低コス
ト化に向けた技術開発や、普及拡大に向けた取組が
求められます。

他方、地中熱ヒートポンプは、不適切な設計や運
転により地盤中に熱が蓄積し、地下水・地盤環境に

図3-2-9　 ヒートポンプ技術のメカニズム
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資料：一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター

図3-2-10　 地中温度と外気温度の関係
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写真3-2-2　 地中熱ヒートポンプ

写真：環境省

図3-2-11　 各国における地中熱ヒートポンプ導入台数

資料：Lund, 2010より環境省作成（日本は2009年までの累計）
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影響を及ぼす可能性があります。我が国は、こうした環境影響の可能性と地中熱ヒートポンプ技術の導入に
おける留意点を提示し、熱利用効率の維持や地下水・地盤環境の保全に資するモニタリング方法などについ
ての基本的な考え方を整理した「地中熱利用にあたってのガイドライン」を策定しました。さらに、集中的
な地中熱利用により地中温度が変化することで、地盤にどのような影響があるかを把握するため、モニタリ
ング機器が組み込まれた「先進的地中熱利用ヒートポンプシステム」の普及を促進しています。

（エ）エネルギー転換部門での普及が期待される風力発電技術
風力発電は再生可能エネルギーの中でも比較的発電コストが低いとともに、自然エネルギーを電気エネル

ギーに変換する「変換効率」が高いという利点を有しており、安全性を確保し、環境や地域住民への影響を
考慮しながら、より一層普及していくことが期待されています。特に、世界第6位の海域を有する海洋大国
である我が国では、広大な海域を活用した再生可能エネルギー技術として、洋上風力発電技術が注目されて
います。現在開発が進められている洋上風力発電は、水深が浅い海域に適した「着床式」と、深い海域に適
した「浮体式」の2つに分類できます。特に「浮体式」は、風を遮るものがない外洋に設置されるため、陸
上や陸地に近い「着床式」よりも強く安定した風力が利用できるという利点を有しています。さらに、風車
の基礎部分が魚礁となって、魚を集める効果が見込まれています。IEAは、風力発電技術の開発・普及によ
り、2050年（平成62年）に世界全体で約30億トンのCO2排出削減ポテンシャルがあると試算しています。

環境省では、平成22年度より長崎県五島市で、我が国初となる商
用スケール（2MW）の浮体式洋上風力発電機1基を設置・運転する
実証事業を実施し、平成25年10月より運転を開始しました（写真
3-2-3）。今後約2年間かけて発電効率や環境への影響を検証していき、
平成27年度以降早期の実用化を目指しています。また経済産業省で
は、平成23年度より福島県沖で、本格的な事業化を目指した世界初
となる浮体式洋上風力の実証研究事業を実施し、技術的な確立を行う
とともに、安全性・信頼性・経済性の評価を進めています。来年度以
降、世界最大の浮体式洋上風力発電設備（出力7MW級）2基の設置
や評価も進めることとしています。

風力発電はCO2排出削減だけでなく、経済への波及効果も期待されています。発電に使用される大型風
車は、精密加工が必要な歯車や軸受など、約1万点の部品から構成されており、我が国の製造業を中心とし
た雇用を拡大させる可能性を有します。環境省の推計でも、「風力発電装置」の平成24年の市場規模は291
億円ですが、経済波及効果は637億円となっており、規模に比して大きな波及効果を有しています。世界
の風力発電の市場規模は、平成22年時点で10兆円と推定されており、今後世界的な風力発電の普及が見込
まれる中で、大型軸受けなど我が国が高いシェアを誇る部品や、洋上風力発電技術などを世界に展開してい
くことが期待されます。

風力発電などの再生可能エネルギー技術を普及させるには、事業化が不可欠です。しかし、再生可能エネ
ルギー産業の多くは装置産業であり、風力発電は総事業費が数億から数十億円に上ることから、多額の初期
投資資金をいかに調達するかが重要となります。例えば、株式会社自然エネルギー市民ファンドは、全国の
市民から、これまで11基の風力発電所の建設資金として、20億円以上の市民出資を調達しました。平成
26年には、風力発電所のみならず大規模太陽光発電所に対しても市民出資による資金調達を実施し、地元
金融機関等によるプロジェクトファイナンスも活用する予定です。

写真3-2-3　 五島市洋上風力発電実証
事業の開所式の様子

写真：環境省
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（3） 環境産業・環境技術の国際展開　

ここまでは、低炭素分野を例に環境技術の開発・普及に向けた取組と、今後普及が期待される具体的な低
炭素技術について紹介してきました。一方世界に目を向けると、新興国や途上国を中心に、経済成長や工業
化に伴う温室効果ガス排出量の増加のほかに、廃棄物の増加、水質汚濁や大気汚染などの環境汚染が進んで
います。こうした国々において、今後環境技術に対する需要の拡大が予想され、我が国の強みである優れた
環境技術による国際貢献の機会がますます増大していくことが考えられます。さらに、我が国の環境技術を
途上国に展開することは、その国におけるグリーン経済の実現にとって重要であるのみならず、我が国の経
済活性化にとっても有益であり、環境技術の国際展開を積極的に進めていく重要性は高いといえます。　

他方、我が国の環境技術の水準は非常に高いものの、途上国においては導入が進みにくいのが実態です。

コラム　環境負荷の少ない新素材

環境負荷の少ない次世代型の新素材として、「人工クモの糸」と「セルロース・ナノファイバー（以下
「CNF」という。）」という2つの革新的な素材について紹介します。

鋼鉄にも勝る強度とナイロンを上回る伸縮性を兼ね備え、既存繊
維中で最高の強度を誇る「クモの糸」は、タンパク質を原料とし、
石油由来の原料を含まない低炭素な素材として注目され、世界的に
人工的な量産化に向けた研究開発が進められてきました。一方で、
従来の技術では生産コストと安全性の面で課題を抱えており、量産
化は困難とも言われていました。

しかし、慶應義塾大学先端生命科学研究所において研究開発され
た「人工クモの糸」技術の実用化に向けて、山形県鶴岡市に設立さ
れたベンチャー企業「スパイバー株式会社」が、平成25年に世界で
初めて量産化技術の開発に成功しました。「QMONOS」と名付けら
れたこの「人工クモの糸」は、将来的には航空機や自動車の複合材
料や、人工血管・縫合糸、防弾チョッキなど、さまざまな分野での
利用が期待されています。

CNFは、植物繊維をナノサイズまで微細化することで得られます。
原料は木材に限らず、稲わらやサトウキビの搾りカスからも得られ、
環境負荷が少なく持続可能な素材であるとともに、鋼鉄に比べて5
分の1の軽さと、5倍以上の強度を有するという優れた特性を兼ね備
えています。

CNFでは透明な紙の製造が成功しており、今後は薄型太陽電池の
被膜のほか、軽量化した自動車車体、リサイクル可能な建築材料な
ど、さまざまな分野での活用が期待されています。

原料からセルロース・ナノファイバーが得られるまで

樹 木 木 材 パルプ フィブリル

セルロース分子

セルロースナノファイバー

繊維幅 約30μm 繊維幅 約4nm

写真：王子ホールディングス株式会社

人工のクモ糸「QMONOS」

写真：スパイバー株式会社

CNF（透明な紙）により折りたたみ
可能な有機薄膜太陽電池

写真：大阪大学産業科学研究所
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原因としては、高価格、環境規制など法整備の不足、環境規制遵守の不徹底などが挙げられており、我が国
の優れた環境技術の導入を促すには、価格の低下や現地のニーズを踏まえた製品改良だけでなく、途上国内
における環境関連制度の整備や、適切な執行に向けた政策担当者の育成が必要となります。例えば、我が国
は今後成長が期待される中国、インドネシア、ベトナムに対して、「環境対策・測定技術」、「環境保全の規
制体系」、「人材育成」などをパッケージにして普及・展開することにより、アジア諸国における環境の改善
や環境管理能力の強化に貢献するとともに、我が国の優れた環境対策技術などのアジア諸国への展開を促し
ています。

こうした重要性を踏まえて、ここでは環境技術の国際展開について、我が国の取組を中心に紹介していき
ます。

ア　低炭素技術の国際展開に向けた我が国の取組

地球温暖化などの地球規模の環境問題は、我が国一国が取り組んでも解決できず、世界各国とともに取り
組んでいかなければならないという特徴を有しています。特に中国やインドなどの新興国や途上国による温
室効果ガス排出量の増加は著しく、世界の温室効果ガス排出量に占める途上国の割合は年々高くなっていく
ことが予測されています。したがって、地球温暖化問題に歯止めをかけるには、先進国における取組もさる
ことながら、新興国や途上国における低炭素化の取組を促していくことが重要です。しかし、貧困や飢餓な
どの課題を抱える途上国や、経済成長期にある新興国においては、環境問題に対して実効ある対策を講じる
ことは容易ではありません。

そこで、我が国の優れた低炭素技術を活かし、途上国が先進国の轍を踏まず、一足飛びに最先端の低炭素
社会へ移行できるよう支援することによって、途上国におけるグリーン経済を実現していくことが重要とな
ります。ここでは、そのための制度（二国間オフセット・クレジット制度。以下「JCM」という。）やノウ
ハウ（制度整備支援）、ルール（国際標準）など、低炭素技術をパッケージで国際展開していく取組を紹介
します。

（ア）二国間オフセット・クレジット制度（JCM）の構築と展開
我が国は、低炭素技術等を途上国に普及させて、実現した温室効果ガス排出削減への我が国の貢献を適切

に評価し、我が国の削減目標の達成に活用するJCMの構築を推進しています。JCMの展開を通じて、途上
国における優れた低炭素技術・製品・システム・サービス及びインフラなどの普及や緩和活動の実施を加速
し、途上国の持続可能な開発に貢献するとともに、世界全体の温室効果ガス削減に貢献することが期待され
ています。

JCMは途上国からの関心が高く、かつ我が国による積極的な働きかけにより、これまでにモンゴル、ベ
トナム、インドネシアなど10か国の国々と、JCMを開始するための二国間文書に署名しています。今後は、
二国間文書の署名国を増やしていくとともに、我が国の温室効果ガス排出削減目標の達成に向けて、JCM
を活用したプロジェクトを推進していくことが求められます。環境省では、温室効果ガス排出削減プロジェ
クトの、初期投資の一部について資金支援をすることによって、JCMクレジットの獲得を行う事業を実施
しており、温室効果ガス排出削減と環境技術の国際展開を推進しています（図3-2-12）。

また政府は、公的機関との連携を図りながら、JCMプロジェクトの形成を支援しています。具体的には、
独立行政法人国際協力機構（JICA）やアジア開発銀行（ADB） と連携しつつ、排出削減を行うプロジェク
トを支援するための基金を設置するとともに、株式会社国際協力銀行（JBIC）や独立行政法人日本貿易保
険（NEXI）と連携したJCM特別金融スキームを創設しました。これらの支援を活用していくことで、
JCMプロジェクトの資金調達や事業リスクの低減を促し、低炭素技術等の国際展開が一層進むことが期待
されます。
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（イ）途上国における低炭素技術の普及に係る制度整備支援
冒頭で述べたとおり、我が国の優れた技術の国際展開を促進していくには、途上国における環境関連制度

の整備を促していくことが重要です。例えば、我が国はベトナムに対して環境法の専門家を派遣して、ベト
ナム環境保護法の改正を支援しており、日本の知識や経験が反映されることが期待されています。

また我が国は、国内で省エネ促進のための、「エネルギー管理士」などの資格制度や「省エネラベル」な
どの製品の性能を表示する方法の導入を東南アジアや中東などの途上国に対して支援することで、省エネに
関する我が国のノウハウや、省エネ性能の高い日本製品の普及を促進しています。例えば、ベトナムで平成
25年に導入された省エネラベル表示制度について、家電の性能を評価する政府の試験体制を整備していく
必要があることから、我が国は専門家の派遣や研修生の受入を通じて、技術指導を行うなどの支援をしてい
ます。

このように、環境配慮型製品・サービスへの支援だけでなく、途上国における制度整備などのソフト面も
あわせて支援していくことが、我が国の優れた環境技術を途上国に普及させる上で重要といえます。

（ウ）低炭素技術における国際標準化の動き
近年、環境関連技術における国際標準化の動きが活発となっています。国際標準化とは、製品の品質や性

能、安全性などに関する国際的に共通な基準を定めることであり、国際標準化機構（ISO）や国際電気標準
会議（IEC）などにおいて国際標準の議論や承認が行われています。ISOにおいて議論されているCCSで
は、我が国が特に先端技術を有している回収と貯留の作業部会で議長を務めており、我が国の技術規格が国
際標準化として承認されるよう議論を主導しています。

世界貿易機関（WTO）では、国内で強制規格などを導入する際に、原則として国際標準規格をその基礎
として採用する義務が定められており、ISOなどで決められた国際標準が有利になる仕組みとなっていま
す。その反面、国際標準でなければ、優れた技術であっても採用されず、国際展開の障害になるという問題
が生じてしまいます。このため、環境技術の国際展開を進めていくには、技術等の規格の国際標準化にも対

図3-2-12　 平成25年度JCM設備補助事業の概要

資料；環境省

モンゴル：
●高効率型熱供給ボイラの集約化に係る更新・新設

冬季の暖房用温水の供給に利用する旧式の低効率石炭焚きボイラ
（HOB）を、高効率ボイラに更新又は新規に導入する。その際、既存
のHOBが建物個別供給型であるものを、高効率HOBを集約的に導
入し、集約的に温水（熱）供給することも想定する。HOBによる暖
房用熱供給を効率化し、石炭消費量を削減する。

バングラデシュ：
●無焼成固化技術を使ったレンガの製造

焼成段階で石炭を利用する既存のレンガ製造工
程に代えて、産業廃棄物等を主原料とし、接着
剤と加圧による「無焼成固化技術」を利用した
工程を導入する。

ベトナム：
●ビール工場における総合的省エネルギー設備

エネルギー多消費型のビール製造プロセスを対象とし
て、エネルギー構造解析シミュレーションを利用して、
省エネポテンシャルを特定した上で、特定された複数
の工程に高性能の省エネ・再エネ機器を導入する。工
場全体でのエネルギー消費量を削減する。

●水産加工分野への高効率NH3ヒートポンプ導入
アンモニア（NH3）を利用した高温ヒートポンプ・熱
交換器を組み合わせた、高効率な省エネ型温熱供給
パッケージを導入し、省エネを実現する。

インドネシア：
●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー削減（Batang市）

製品品質管理のための空調（冷房）のための冷凍機として、高効率の圧縮機とエコノ
マイザーサイクルを採用した新型省エネ冷凍機を導入し、省エネを推進する。

●コンビニエンスストア省エネ
インドネシアのコンビニエンスストアにおいて、冷蔵冷凍・空調・照明に、それぞれ
自然冷媒（CO2冷媒）を採用した高効率冷凍機、インバータ式空調機器、及びLED
照明を導入する。 また、太陽光発電システムを導入する。

●コールドチェーンへの高効率冷却装置導入
インドネシアの食品冷凍・冷蔵倉庫業に、自然冷媒（NH3・CO2の二元冷媒）を採
用した高効率冷却装置を導入する。

●飲料製造工場における冷温同時取出し型ヒートポンプ導入による省エネルギー
冷温同時取出しヒートポンプからの温熱及び冷熱を同時に供給することで、全体とし
ての効率化を図り、GHG排出量を削減する。

●工場空調及びプロセス冷却用のエネルギー削減（西ジャワ州・バンテン州）
製品品質管理のための空調（冷房）のための冷凍機として、高効率の圧縮機とエコノ
マイザーサイクルを採用した新型省エネ冷凍機を導入し、省エネを推進する。

カンボジア：
●スターリングエンジンを用いた小規模バイオマス発電

小型バイオマス（籾殻）発電用のスターリングエンジンを利用した直接燃焼発電シ
ステムを導入し、精米工場でのディーゼル自家発電を代替し、CO2排出量を削減
する。スターリングエンジンは外燃機関であり、籾殻等バイオマス利用に適してお
り、また小規模ユニットを複数台導入することで、様々な発電容量ニーズに対応で
きる。

パラオ：
●島しょ国の商用施設への小規模太陽光発電システム

商用施設屋上に高品質で耐風速性の高い小規模太陽光発電システムを設置し、グ
リッド電力を代替することにより、温室効果ガス（GHG）排出量を削減する
2013年度 JCMプロジェクト設備補助事業の概要
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応していくことが必要です。

イ　循環産業・技術の国際展開について

我が国では、これまで廃棄物処理・リサイクルに関する時代の要請に応じて、循環産業に係る技術を向上
させてきており、その結果として我が国の循環産業は、環境保全及び循環資源の利用において先進的な技術
を有しています。こうした先進的な我が国の循環産業を国際展開することにより、世界規模で環境負荷の低
減を実現するとともに、我が国の経済の活性化につなげる必要があります。

とりわけアジア諸国では、我が国が経験したように、経済発展に伴う廃棄物発生量の増加が予想されると
ともに、所得水準の向上により、公衆衛生や生活環境の向上に関する社会的な要請が高まっていくことも考
えられます。このような状況下にある国では、廃棄物処理システムの近代化や高度化のニーズが高まる一方
で、自国内に、関連する技術や経験、資金などが不足しているために、廃棄物の適正処理の実現が困難な場
合が多いと考えられています。このため、各国におけるニーズや問題に対応する形で、我が国の循環産業が
現地に進出することにより、現地の問題解決、ひいては地球全体の環境負荷の低減に貢献することができる
と考えられます。またこうした国際展開を通じ、我が国の経済活性化に裨益させていくことも重要です。

国際展開を目指す循環産業とは「廃棄物の収集・運搬、中間処理、リサイクル、最終処分にかかわるサー
ビスを提供する産業、及び関連する設備・装置などを製造する産業」を想定しており、我が国は同産業にお
いて高い技術と経験を有しています。

コラム　通商分野における環境の動き

多角的貿易交渉であるWTOドーハ・ラウンド交渉が停滞する中、アジア太平洋経済協力（APEC）
や地域貿易協定（以下「RTA」という。）などの有志国・地域間の枠組において、貿易と環境の調和が
図られるようになっています。

APECでは平成24年に、太陽光パネルや風力発電設備など54品目の環境物品について、平成27年末
までに実行関税率を5％以下にすることに合意しました。こうした環境物品の貿易自由化は、世界の環境
問題の改善に貢献するとともに、貿易の活性化による経済的効果も期待されます。例えば環境計測機器や
焼却炉など、我が国が強みをもつ品目の輸出が増加することや、海外の優良な環境物品が安価に入手でき
るようになることで、国内の環境設備投資が一層促進されることなどのメリットが考えられます。

RTAでは、環境規定を設けているものが増えています。例えば、EU・シンガポールEPAでは、特定
の環境技術への貿易や投資の障害をなくす条項
に加えて、環境サービス（下水、廃棄物の収集・
処理など）の自由化や、グリーン調達の促進も
規定されています。そのほか、これまで環境技
術に対して両国が課す技術規格の試験が二重に
なっていましたが、特定の環境技術については、
相互の技術規格を受け入れることが合意されま
した。地球温暖化問題など、世界で取り組まな
ければならない環境問題については、環境技術
の国際展開が重要となります。こうした環境技
術の国際展開の障害を取り除く取組が、RTAの
枠組みで行われたことは注目に値します。

APECに参加している国・地域

メキシコ
パプアニューギニア

ニュージーランド

韓国

※ASEAN7
ブルネイ
インドネシア
マレーシア
フィリピン
シンガポール
タイ
ベトナム

米国

ロシア

日本

中国香港

カナダ

中国

チャイニーズ・タイペイ

ペルー

チリオースト
ラリア

資料：経済産業省
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（ア）循環産業に関するアジア地域の市場規模
現在、世界的な経済成長と人口増加に伴い、地球規模で廃棄物発生

量が増大しており、特にアジア地域は世界の廃棄物発生量全体の約4
割を占めています。廃棄物発生量は今後も増加することが見込まれ、
2050年（平成62年）の世界全体の廃棄物発生量は、2010年（平成
22年）の2倍以上となる見通しとなっています。すでに、中国やイン
ドなど、近年急速に工業化が進んでいる国々においては、日本が高度
経済成長期に経験したような公害問題や、廃棄物処理に関する問題が
発生しています。国内経済の工業化がそれほど進んでいない途上国で
も、河川や湖などへの生ごみの投棄が、環境汚染の原因となっていま
す（写真3-2-4）。

こうした廃棄物発生量の増大に伴い、アジア地域
の廃棄物・リサイクル関連市場が拡大していくこと
が見込まれます。アジアの主要8か国（中国、イン
ド、タイ、マレーシア、ベトナム、インドネシア、
フィリピン、バングラデシュ）における都市ごみの
市場規模を環境省が推計したところ、現在（2009
年（平成21年））の約2兆円から2020年（平成32
年）には約3.5兆円となることが予測されました（図
3-2-13）。また、産業廃棄物については、各国にお
ける統計データが不足しているため、日本の過去の
データに基づいて推計したところ、調査対象国全体
の市場規模が、2009年（平成21年）の14兆円か
ら2020年（平成32年）には17兆円に拡大すると
いう推計結果が得られました（図3-2-14）。これは、
日本市場の現状と比較して、都市ごみで約2倍、産
業廃棄物で約9倍の市場となるものと考えられます。

写真3-2-4　 途上国の不衛生な最終処
分場とウェイストピッ
カー

写真：環境省

図3-2-13　 世界の廃棄物量推計
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資料：株式会社廃棄物工学研究所
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図3-2-14　 アジアにおける都市ごみ市場規模推計
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（イ）アジア地域における諸外国との競合状況
都市ごみ処理事業については、欧米企業などが、中国の沿岸部の大都市を中心として、韓国、台湾、シン

ガポールへも進出しています。事業内容は、中間処理としての都市ごみの焼却処理によるごみ発電事業が多
く、埋立処理、バイオマス系廃棄物のガス化技術などの分野でもアジア新興国などへの展開を進めていま
す。これらの事業は、事業権譲渡方式やBOT（民間事業者が施設を建設運営し事業期間終了後に国や自治
体に所有権を委譲する事業方式）などのPPP（官民パートナーシップ）による長期契約形態によるものが
多くなっています。一方、我が国の循環産業はプラントメーカーなどを中心に、ごみ焼却処理装置や中継施
設などのEPC（設計、調達、建設）ビジネスを展開しています。1980年代から2000年（平成12年）にか
けて、韓国、台湾、シンガポールなどへ展開し、2005年（平成17年）以降は中国沿岸部の大都市への展
開が進んでいます。欧米企業は、処理施設の整備と運営事業に関する長期契約による展開であり、我が国の
循環産業が展開している処理装置のEPCビジネスとは違いがあるものの、展開地域が重なることから今後
とも競争は激しくなると考えられます。

産業廃棄物処理分野でも、欧米企業などが、中国沿岸部の大都市を中心に、有害廃棄物処理事業分野に進
出しています。多くの国では有害廃棄物の取扱について新規の事業許可を得る必要がありますが、欧米企業
の中には、現地企業との合弁や買収により許可取得に係る手続コストの低減や廃棄物の安定的な回収を図っ
ているところもあります。

（ウ）我が国の循環産業の特徴と課題
我が国の循環産業の特徴や機会を活かす視点からは、都市ごみ処理分野では、我が国の循環産業が環境性

能の高い焼却技術を有していることに加え、焼却炉をはじめ処理装置製造・販売事業の国際展開の実績が豊
富なことから、これらの能力・経験を活かしつつ、各国の地域社会における廃棄物管理について、総合的な
解決策を提供する事業を展開していくことが考えられます。また、産業廃棄物処理分野においては、多様で
高度な技術を有していることや、アジア諸国において製造業などの日系企業の進出が進んできたことから、
日系企業との連携による産業廃棄物処理事業の展開が近道と考えられます。

また、我が国の循環産業の国際展開における課題は、事業運営の国際展開の経験が乏しいこと、国際展開
に伴うリスク管理や対応能力が不十分であることが中心であり、現地のニーズやリスクを的確に把握する必
要があります。我が国の優れた循環技術を国際展開していくためには、当面行政の支援によって事業の国際
展開成功事例を創出する取組を進めることが必要です。取組の柱としては、実現可能性調査を通じた先導的
に国際展開を図る企業への支援、国際協力事業と循環産業の国際展開との連携、国際展開事業形成のための
国内連携促進の支援があります。

（エ）循環産業の国際展開に向けた協力体制の構築
我が国の政府として国際的に果たすべき役割としては、第一に、途上国における廃棄物・リサイクル制

度・体制の整備を通じた貢献が考えられます。途上国では、これらの制度が不十分なために廃棄物処理が
滞っている場合があり、まずは制度・体制の整備を支援していくことが必要です。我が国では、アジア大洋
州3R推進フォーラムなどを通じた各国の知見の共有や、二国間協力の一環として、国家として3Rを推進す
るための戦略づくりの支援や政策対話の実施、途上国の行政機関担当者などを対象にした招聘事業などの実
施により、相手国との信頼関係を構築するとともに、事業環境の整備を行っています。特に二国間協力につ
いては、現在までにアジア地域6か国への3R国家戦略の策定支援を行い、カンボジア、フィリピン、ベトナ
ム、バングラデシュでは本戦略が策定され、そのほかの国においても策定への手続が進められています。

また、特に都市ごみ処理分野では、我が国においては、地方公共団体が処理事業を担っており、都市ごみ
処理事業に関するノウハウは地方公共団体に蓄積されています。我が国の地方公共団体は、廃棄物処理計画
や施設整備計画などの計画策定、施設設計や発注方式、施設の運転管理、施設建設時の住民対話や合意形
成、住民への啓発活動など、多岐にわたる経験・ノウハウを有しており、この経験・ノウハウは、我が国企
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業が国際展開する際の環境整備にも資するものです。現在でも、大阪市－ホーチミン市（ベトナム）間、北
九州市－スラバヤ市（インドネシア）間、東京都－ヤンゴン市（ミャンマー）間などにおいて、積極的に都
市間連携が進められており、回収・運搬を含む都市ごみ処理システムの構築や住民への環境教育などに関し
て支援が行われています。

（オ）今後の展望
途上国における都市ごみを中心とした廃棄物管理は、まず行政がマスタープランなどの形で予算や利用技

術などを含むプロジェクトの方向性を示し、関連する施設整備や事業運営は、民間事業者を活用しながら実
施されています。我が国の循環産業の国際展開を成功させていくためには、行政が意思決定する段階から、
我が国の優れた技術を導入することの妥当性をアピールしていくことが必要です。また、発注形態も多様化
しており、民間事業者間の連携の重要性も増しています。こうした関係者がそれぞれの役割を担いつつ、連
携しながら活動していくことが求められます。

ウ　水処理技術の国際展開

世界では、今なお7億8,000万人以上が安全な水にアクセスできない状況にあるとともに、今後途上国を
中心とした工業化や人口増加により、水質汚濁や水不足が深刻化すると予測されています。地球上の水の
97.5％は海水であり、人類が生活用水として使用できる淡水は非常に限られている一方で、OECDの調査
によると世界の水需要は2050年（平成62年）までに、さらに55％増加すると予測されています。我が国
は優れた水処理技術を有しており、こうした強みを活かして、世界の水環境改善に貢献していくことが求め
られています。さらに、我が国の優れた水処理技術を、高成長が見込まれる途上国の水ビジネス市場へ展開
させていくことで、我が国のグリーン経済の実現につなげていくことも重要です。

こうした観点から、我が国では「アジア水環境改善モデル事業」を通じて、我が国の優れた水処理技術に
よる貢献を推進しています。例えばインドネシア国ジャカルタ特別州では、人口増加により下水処理場への
需要が高まっているにもかかわらず、急激な都市化や交通渋滞などにより、大規模下水処理場の設置や、下
水管の敷設が困難となっています。このため、同地では「現地型オンサイト処理施設」が近年普及していま
すが、放流される水質が悪く、地下水の汚染源となっています。こうした問題を解決するため、我が国が優
れた技術を有する浄化槽について実証実験を支援し、現地のニーズに応えた浄化槽の開発を進めています。
今後増加する商業施設や病院、アパートなどにおいて採用されることが期待されるとともに、同様の問題を
抱えるアジア各国にも、我が国の分散処理機器の普及が進むことが望まれます。

また、我が国の強みとなる水処理技術をインフラとして国際展開していくことも重要です。例えば、我が
国は水処理膜技術について高い競争力を有しており、特に塩分を除去する海水淡水化用の逆浸透膜（以下

「RO膜」という。）については、日本企業が世界市場の約7割を占めています。RO膜は、従来の方法（海
水を蒸発させて真水を得る蒸発法）に比べて省エネルギーで海水を淡水化することが可能であり、環境負荷
を低減しながら、世界の水不足の解決に貢献することが可能となります。こうした個別技術の2025年（平
成37年）の市場規模は1兆円と推計されていますが、水ビジネス全体の市場は100兆円に上り、その大半
を占める事業運営や管理業務とパッケージで展開していくことが重要となります。我が国は平成25年に

「インフラ輸出戦略」を策定し、水処理技術の国際展開についても推進していくこととしています。

コラム　横浜市水道局の水インフラシステム輸出の取組

水のインフラ整備が進む途上国では、施設建設後の維持管理や事業運営までパッケージとなった上下
水道事業などに対して高いニーズがあります。他方、我が国の民間企業は膜処理技術などの優れた要素
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エ　水銀に関する水俣条約の採択と我が国の経験・技術を活かした国際貢献

（ア）水俣病の発生と我が国の水銀対策
水俣病は、熊本県水俣湾周辺において昭和31年5月に、新潟県阿賀野川流域において昭和40年5月に公

式に確認されたものであり、四肢末梢の感覚障害、運動失調、求心性視野狭窄、中枢性聴力障害を主要症状
とする中枢神経系疾患です。それぞれチッソ株式会社、昭和電工株式会社の工場から排出されたメチル水銀
化合物が魚介類に蓄積し、それを経口摂取することによって起こった中毒性中枢神経系疾患であることが昭
和43年に政府の統一見解として発表されました。

水俣病による甚大な健康被害を経験した我が国では、行政機関、産業界、市民が、それぞれの役割を担い
ながら、一体となって水銀対策に取り組んできました。この結果、我が国における水銀の使用量は、1964
年（昭和39年）のピーク時の0.5%まで減少するとともに、排出量も大きく減少し、水銀管理に関しては
世界でも優良国となりました。

（イ）我が国の水銀利用と水銀対策技術
我が国の水銀需要は1964年（昭和39年）がピークで年間約2,500トンありましたが、水銀以外の物質

への代替や水銀を使用しない製造プロセス導入が進められた結果、急速に減少し、近年の水銀利用量は年間
約10トン程度となっています。現在、我が国では鉱山からの水銀採掘は行っておらず、輸入及び国内で回
収・リサイクルされた水銀を使用しています。主な用途は照明（蛍光灯など）、計測・制御器（体温計、血
圧計など）、無機薬品（顔料、試薬など）、電池ですが、水銀を使わない体温計や血圧計が普及するととも
に、照明器具も蛍光灯から水銀を使用しない発光ダイオード（LED）などへの転換が進んでいます。乾電

技術を有しているものの、世界トップレベルの漏水率の低さや高い料金徴収率を実現させている水道事
業は長年地方公共団体が担当してきたため、総合的な施設の維持管理や運営のノウハウの蓄積が限られ
ており、国際競争入札において事業経験などの資格要件を満たせないという問題が生じています。この
ため、我が国の水インフラシステムを世界に展開していくためには、維持管理や事業運営のノウハウを
もつ地方公共団体と、優れた技術を有する民間企業による官民連携や、民間企業へのノウハウの移転が
不可欠です。

横浜市水道局は、横浜市水道事業の将来に向けた経営基盤強化のため、平成22年に「横浜ウォーター
株式会社」（以下「横浜ウォーター」という。）を設立しました。横浜ウォーターは、横浜市水道局の技
術力・ノウハウなどを活用し、優れた技術をもつ横浜水ビジネス協議会会員企業（約150社）と連携し
てビジネス展開を進めています。海外展開も積極的に行っており、これまでに東南・南アジアや中東、
アフリカにおいてコンサルティングの実施や研修員の受入など、40件以上の事業を実施してきました。

平成25年には、会員企業と連携し、JICAが実施するベトナム「ダナン市ホアリエン上水道整備事業
準備調査（PPPインフラ事業）」を受託しました。これに先立ち、横浜市水道局は、平成22年からJICA
の人材開発プロジェクトを通じてダナン市水道公社との信頼関係を構築してきており、平成25年4月に
は、横浜のもつ資源・技術を活用した公民連携による国際技術協力（Y-PORT事業）の一環として、ダ
ナン市と「持続可能な都市発展に向けた技術協力に関する覚書」を締結しました。水分野は、安全が重
視される分野であり、こうした信頼関係の構築は事業を成功させる上で重要な要素となります。

また、優れた技術をもつ中小企業と連携し、途上国のニーズに合った海外展開も実施しています。配
水管の80％以上で樹脂管が使用されているインドネシア国北スマトラ州メダン市では、株式会社グッド
マンが開発した、樹脂管に特化した漏水探索器を用いて、効率的な漏水対策の有効性を実証・普及する
事業を行っています。途上国のニーズに合致する中小企業の技術を発掘し、海外展開を実現させている
ことは注目に値します。
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池についても、1995年（平成７年）に水銀電池の生産が中止され、現在は一部のボタン型電池に微量の水
銀が使用されているのみです。

我が国では、大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第105号）により、
NOx、SOxやダイオキシン類について大気への排出基準が設定されており、これらの物質に対する排出抑
制対策が、排気ガス中の水銀濃度の低下に役立っています。

例えば、一般廃棄物処理施設において、1991年（平成3年）時点での排ガスの水銀低減効率は34.5%で
したが、2003年（平成15年）には、74.9%となりました。これは、ダイオキシン類対策特別措置法に基
づく規制により、活性炭吹き込み及びバグフィルタによる排ガス処理に転換が進んだことから、水銀低減効
率が高まったものと考えられています。

また、石炭火力発電所においても、大気汚染防止対策として、主にばいじんの除去のための電気集じん
機、あるいはバグフィルタ、SOx除去のための湿式脱硫装置などが設置されていて、排ガス中に含まれる水
銀についてもあわせて除去されています。                                 

（ウ）地球規模で進む水銀汚染と国際社会に対する我が国の貢献
a　世界の水銀利用・排出の状況

水銀は主に4つの分野の用途に使われています（図3-2-15）。小規模な金の採掘（金鉱石に水銀を加えて

コラム　石炭火力発電における水銀除去技術

三菱重工業株式会社では、2005年（平成17年）より石炭火力発電所から排出される排気ガスから水
銀を取り除く技術の開発に取り組んでいます。すでに国外においては、活性炭を用いた水銀の除去技術
が普及していましたが、同社は塩化アンモニウムを使用した技術を開発しました。この技術により、石
炭の燃焼によって排出された気体から、水銀物質を90%以上除去することが可能となります。また、既
存の設備を活用して設置されるため、導入コストの大幅削減が可能です。

同社では、水俣条約の発効後に、途上国を中心とした署名国において国内の水銀規制の厳格化が図ら
れることを見据え、当該技術の普及に取り組んでいます。

塩化アンモニウムを用いた水銀除去技術

浄化排煙

（A） （B） （C）

脱硝ボイラ 集じん機 脱硫

酸化窒素

脱硝触媒

（A）脱硝装置
　　（選択接触還元法）

（B）集じん機
　   （電気集じん機）

（C）脱硫装置
　　（湿式石灰石膏法）

液柱塔

灰分 二酸化硫黄
及び水銀

煙突

資料：三菱重工業株式会社
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鉱石中の金を採掘）、塩化ビニルモノマー製造など
の工業プロセス、歯科用アマルガム（虫歯の充填
剤）、そして電池、計測機器、照明ランプなどの製
品への利用です。UNEPの報告によれば、世界での
水銀の利用量は年間約3,800トン（2005年（平成
17年）時点）となっています。金の採掘と工業用
で半分以上が使われていますが、電池、計測機器、
照明ランプなどの水銀含有製品への使用も少なくあ
りません。

また、世界における大気への水銀の排出量は、全
体で約2,000トンです（2010年（平成22年）時
点）。その内訳は、小規模金採掘、発電・熱供給で
の石炭などの燃焼、非鉄金属の生産、セメント製造工程からの排出が大半を占めます（図3-2-16）。なかで
も一番多いのは小規模金採掘（ASGM）です。金鉱石に水銀を加えて鉱石中の金を水銀に溶かし、加熱し

図3-2-18　地球上の水銀循環システム

単位：トン
人為起源
自然
再排出・再移動

人為的

海洋

海洋への沈着

地質起源

土壌/淡水への
沈着

地質起源

バイオマス燃焼

土壌及び植生
人為起源

3,7003,200

380

河川

2,000

2,000－
2,950

＜600

1,700－
2,800

300－
600

80－
600

資料：UNEP「Global Mercury Assessment 2013」より環境省作成

図3-2-17　 世界各地域ごとの大気排出量（2010年）

アジア
49％

合計
1,960トン

（2010年）

アフリカ
17％

中南米
15％

CIS※1＋EU以外
ヨーロッパ

6％

不明※2 4％
北米 3％

オセアニア 1％

EU
5％

※1　the Commonwealth of lndependent States（独立国家共同体）
※2　汚染地からの排出量の統計
資料：環境省

世界各地域ごとの大気排出量（2010年）図3-2-16　 排出源ごとの大気排出量（2010年）

小規模金採掘
37％

化石燃料燃焼
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非鉄金属生産
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※　塩素アルカリ工場（1％）水銀鉱山（1％）石油精製（1％）歯科用アマルガム（＜
1％）

資料：環境省

図3-2-15　 世界の水銀需要量（2005年）
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資料：環境省
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て水銀だけを蒸発させて金を取り出す方法がとられ、使用された水銀は環境中に排出されます。
地域別では、アジアからの排出が世界の約半分を占め、ついでアフリカ、中南米となっています（図

3-2-17）。最大の排出国は中国で、世界の約3割の排出量を占めると言われています。

b　水銀に関する水俣条約の採択
2001年（平成13年）にUNEPが世界各国の水銀汚染に関する調査などの活動を開始し、2010年（平成

22年）から水銀の規制に関する国際条約の制定に向けた政府間交渉が開始されました。
そして、2013年（平成25年）1月にスイスのジュネーブで開催された政府間交渉委員会第5回会合

（INC5）において、条約条文案が合意されました。また、我が国の提案を踏まえ、条約名を「水銀に関す
る水俣条約」とすることが全会一致で決定されました。

同年10月7日から11日まで熊本県熊本市・水俣市で開催された水銀に関する水俣条約外交会議及びその
準備会合には、60か国以上の閣僚級を含む約140か国・地域の政府関係者のほか、国際機関、NGO等、
1,000人以上が出席しました。我が国は、同会議の開会記念式典において、公害・環境対策に日本がもつ技
術と経験をこれまで以上に世界に提供するため、今後3年間、途上国の環境汚染対策として大気汚染対策、
水質汚濁対策、廃棄物分野の3分野に対し総額20億ドルの支援を実施することを発表するとともに、条約
の早期発効に向けた途上国支援や、水俣から水銀技術や環境再生について世界への発信を行う「MOYAIイ
ニシアティブ」を表明しました（図3-2-19）。同会議では水俣条約が全会一致で採択され、92か国（含む
EU）が条約への署名を行いました。

水俣条約は、水銀及び水銀化合物の人為的排出から人の健康及び環境を保護することを目的とし、産出、
使用、廃棄の各段階にわたって水銀の環境中への排出を削減する内容となっています。また、その前文に
は、水俣病を重要な教訓として、水銀による汚染から生ずる同様の公害の再発を防止することが記載されて
います。

本条約によって、先進国と途上国が協力して水銀対策に取り組むことにより、水銀の人為的排出の規制を
はじめとする地球的規模での水銀汚染の防止を目指すことができます。条約は50か国の締結の90日後に発
効することとされており、できるだけ早く水俣条約に基づく水銀対策が世界的に進められることが望まれま
す。

図3-2-19　 MOYAIイニシアティブ

途上国の取組を後押し

資金の支援 技術の支援
（約1.3億円） （約1億円）

技術開発と共有
（約0.4億円）

環境再生モデル
（約9億円）

水俣発の発信・交流

水俣条約の早期発効に向けた協力 公害防止・環境再生を世界に発信

経済と環境の「もやい直し」を実現

※　「もやい」とは、船と船をつなぎとめるもやい網や農村での共同作業のこと。「もやい直し」は、対話や共同による水俣の地域再生の取組。
資料：環境省
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c　我が国の技術的な国際協力
2005年（平成17年）のUNEP管理理事会の決議を受け、各国政府、NGO、企業等による自主的な水銀

放出削減を推進する取り組みとしてUNEP水銀パートナーシップが開始されています。現在、塩素アルカ
リ分野における水銀削減や、石炭燃焼における水銀管理、廃棄物管理などの8分野でパイロットプロジェク
ト、意識啓発、ガイダンス作成などの活動が実施されています。我が国は、このうち廃棄物分野について主
導しており、途上国等における水銀廃棄物の処理の際に参考となるよう、水銀廃棄物管理に関する優良事例
をとりまとめた文書の策定等を進めています。

我が国では、国立水俣病総合研究センター（熊本県水俣市）が中心となり、メチル水銀の分析能力やモニ
タリング能力の向上のための人材育成を途上国向けに行っています。

さらに、水俣条約の採択を受け、水俣病の経験で培った環境技術や関連システムを活用した我が国ならで
はの支援として、水銀汚染防止に特化した人材育成支援を新たに実施します。例えば、日本の技術を必要と
する途上国に対して研修を行い、水銀管理技術・手法の国際展開を図っていきます。

今後、水俣条約ができるだけ早期に発効し、同条約のもと世界の水銀対策が進められることが望まれま
す。我が国は、上述のとおり水銀管理の取組を世界に先駆けて進めてきており、我が国の有する技術や経験
を活かし、途上国等における水銀対策を支援していくことが重要です。

オ　大気汚染防止技術の国際展開に向けた我が国の取組

（ア）我が国における大気汚染問題
我が国では、高度経済成長に伴って、全国各地で工場から排出されるばい煙や、急速な都市化や交通量の

増加に伴う排気ガスの増加など大気汚染問題が深刻化しました。
昭和34年、三重県四日市市に我が国初の石油コンビナートの建設が始まりました。ここから発生したば

い煙には硫黄酸化物などが多く含まれていたことにより、周辺住民にぜんそく症状を訴える患者が増加しま
した。これが四大公害病の一つである「四日市ぜんそく」です。

四日市ぜんそくの原因の一つとなった硫黄酸化物の排出削減に向けて、我が国は燃料となる原油の低硫黄
化と重油の脱硫を推進するとともに、各企業が排煙脱硫装置の開発に注力した結果、大気汚染は段階的に解
消していきました。

産業公害を原因とした大気汚染問題が段階的に改善される一方で、
昭和50年代半ばから自動車を中心とした交通量の増加などによって、
都市部を中心に大気汚染問題が深刻化しました。特に窒素酸化物によ
る大気汚染については、自動車排出ガスに対する排出基準の段階的な
強化や、大気汚染防止法に基づく規制対象の拡大にもかかわらず、二
酸化窒素の環境基準は昭和60年度の達成目標年次を迎えても達成さ
れず、改善が遅れていました。その後、平成4年に自動車から排出さ
れる窒素酸化物の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

（平成4年法律第70号）が制定され、東京や大阪の周辺地域からなる
特定地域において、排出基準に適合しない車両の使用を規制するなど
の対策が講じられ、さらにその後も段階的な規制強化が図られました。

我が国の産業界はこれらの排出基準の厳格化に応えるため、自動車
からの排気ガスの低減技術や各種燃料の硫黄分濃度の低減に関する技
術、工場・事業所からの排出における脱硫・脱硝・集じんに関する技
術など、さまざまな分野において技術革新を急速に進めました。

写真3-2-5　 四日市市の大気汚染の改
善（昔と現在の写真を並
列）

写真：四日市市
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（イ）国外で深刻化する大気汚染問題とその改善に向けた我が国の技術的貢献
我が国の大気汚染は、段階的に改善してきましたが、昨今、中国の大都市圏などを中心にPM2.5等による

深刻な大気汚染が発生しています。ここでは中国における大気汚染の現状と、我が国の大気汚染浄化技術の
国際展開に係る施策について紹介します。

a  中国における深刻な大気汚染の状況
2013年（平成25年）以降、北京市内の多くの観測地点でPM2.5の濃度が急上昇し、工場の生産停止、建

設工事の中止、交通事故の多発、高速道路・空港の閉鎖、呼吸器系疾患の患者の増加などの事態が生じまし
た。このような状況は以前から確認されていましたが、2013年（平成25年）1月の事例は深刻かつ広範囲
に及んだこともあり、社会問題化しました。中国の環境保護省は、PM2.5などの大気汚染物質を測定した結
果を公表していますが、日本の環境基準（日平均35μg/m3）の数倍に相当する高い濃度を観測している都
市もありました。その原因として、経済成長に伴う交通量の急速な増加と使用される燃料の品質が十分では
なく、また規制基準が緩いことや、製鉄所や発電所、家庭用の暖房の多くに石炭を使用していることなどが
挙げられています。

b　大気汚染の改善に向けた各国間の対話と我が国の技術貢献
2013年（平成25年）5月に福岡県北九州市で開催された「第15回日中韓三か国環境大臣会合」では、

中国で深刻化する大気汚染問題が議題となりました。その結果、浮遊粒子状物質などの大気汚染物質により
引き起こされる大気汚染問題に関する科学的知見の充実に努めることが決議されるとともに、3か国間の協
力体制を強化していくことの重要性が再確認されました。

また、2014年（平成26年）3月には、「日中韓政策対話」を北京市で開催しました。同会議では、東ア
ジアにおける酸性雨による環境への悪影響を防止するための政策決定に有益な情報を提供し、参加国間での
協力を推進することを目的に設立された「東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）」や、東
アジアの越境大気汚染問題に対してモニタリングなどの分野で共同研究を行い、黄砂や大気汚染物質の長距
離輸送の実態を把握することを目的として設立された「北東アジア長距離越境大気汚染（LTP）プロジェ
クト」などの取組に関しても、その重要性が再認識されました。

また、アジア各国において大気汚染が深刻化する中、対策の実施に向けた技術や資金が不足している状況
にあります。他方、温室効果ガスに取り組むことが国際的に求められている状況も踏まえて、我が国では、
大気汚染問題及び温室効果ガス削減の双方に効果を有する事業として、「アジア地域におけるコベネフィッ
ト型環境汚染対策推進事業」を今後展開していく予定です。同事業では、我が国で培った科学的知見の
UNEP等国際機関などへの報告や、環境技術を活用したコベネフィット技術の実証試験などの取組を行っ
ていきます（図3-2-20）。これにより、アジア地域における環境汚染対策と低炭素化が同時に実現されると

図3-2-20　アジア地域におけるコベネフィット型環境汚染対策推進事業
大気汚染に関する既存の
地域的な取組の活用

【UNEPへの拠出】
・科学的知見をレビューし、政策決定者に提供
・政府、研究者のネットワーク形成の促進、等
【クリーン・エア・アジア（CAA）への拠出】
・国･都市別の大気環境管理の評価
・アジアにおける都市間協力の推進、等

中国をはじめとしたアジア地域における
対策推進に向けた能力構築・体制整備

二国間オフセット・クレジット制度への展開、アジアの低炭素化・大気汚染緩和等

我が国の地方自治体を中心とし、中国等の主要な
都市を対象に、大気汚染対策と低炭素化の両方を
見据えた人材・組織の能力構築や政策立案支援等
の協力活動を強化・促進

我が国の環境技術を活用したコベネフィット
技術の先導的導入実証、モデル事業

　以下の取組について、二国間政府会合を通じ、
方針の決定、進捗管理を行いつつ実施し、水平展
開を図る。
・コベネフィット型対策導入戦略の策定
・コベネフィット技術の先導的導入実証の実施・
技術導入指針作成

・「日本モデル環境対策技術等の国際展開」型二
国間協力事業の実施
・国内環境産業等への情報発信･共有国内の自治体･企業等の連携体制の構築

資料：環境省
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ともに、我が国の環境技術が途上国を中心に展開されることが期待されます。

（ウ）大気汚染防止に関する我が国の技術
大気汚染防止技術は、各種の大気汚染物質の処理技術と排出ガスや大気の分析・測定・監視技術などの二

つに大別されます。ここでは、我が国において世界をリードするばい煙の集じん技術を紹介します。
我が国では大気汚染防止法の改正に伴い、窒素酸化物の排出削減は進みましたが、その背景にはばいじん

処理技術の開発が貢献していました。集じんとは、ばい煙などの排気ガス中に含まれる環境汚染物質を分
離・捕集する操作です。集じん技術は、我が国において戦後大きく発展してきた技術であり、現在では微小
な粒子まで分離・除去することが可能となりました。現在では、従来までの遠心力を利用して粉じん自体を
直接収集するサイクロン式集じん装置によるものだけでなく、ばい煙に静電気を放電して電極に粉じんを吸
着する電気集じん式装置や、織布や不織布を用いてばい煙中のばいじんをろ過・捕集するバグフィルタ式集
じん装置が開発されています。

我が国は大気汚染問題の経験を踏まえて、発電所やごみ焼却場に最新の集じん機が設置されていますが、
今後これらの技術の国際展開が進むことが期待されています。

コラム　大気汚染物質の分析技術

我が国における大気汚染物質の除去技術は、戦
後の公害問題の経験を踏まえて急速に進化しまし
た。近年では、中国で深刻化している大気汚染の
状況などを踏まえ、大気汚染物質の分析や測定に
関する技術についても技術革新が生まれています。

PM2.5 の主成分は炭素成分、イオン成分（硫酸
塩・硝酸塩等）などですが、従来これらの濃度成
分の定量には、1日程度捕集したフィルターを分
析していたため、季節変動などは把握可能でした
が、発生源・生成過程の解明に必要なリアルタイ
ムでの成分濃度の変動を把握することが困難でし
た。しかし、平成25年、科学技術振興機構の先端
計測分析技術・機器開発プログラムの一環として
東京大学・富士電機を中心に、大気汚染の原因と
なる粒子状物質の粒径分布、化学組成、混合状態、
形状などをリアルタイムで計測可能な分析機器
の開発が行われました。

今回開発された分析装置では、導入した試料
空気にレーザー光を照射して、人為起源もしく
は自然由来かを大まかに判別することが可能で
あることに加え、各成分の質量分析により化学
的な組成も定量することが可能になりました。
さらに、これらの分析結果に風向や風速などの
気象データや数値シミュレーションを組み合わ
ることで、排出源となった地域を推定すること
も可能となります。今後、これらの技術によっ

エアロゾルの質量測定に関する概念図
成分？

大きさ？

形状？

個数？

資料：フジサンケイビジネスアイ「第27 回先端技術大賞特別賞受賞論文
『PM2.5 発生源特定を可能にするエアロゾル複合分析技術の開発』か
らの抜粋

PM2.5

0

分析機器の構造図

質量分析計で化学
組成を定量

粒子トラップ
レーザー気化

粒子ビーム

エアロダイナミックレンズ
（大気圧から真空へ）

捕集プローブ
（下流へ送り出し）

レーザー励起
外気

ノズル

光信号から粒子の
諸特性を分析

資料：フジサンケイビジネスアイ「第27回先端技術大賞特別賞受賞論文
『PM2.5発生源特定を可能にするエアロゾル複合分析技術の開発』からの
抜粋
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第3節　グリーン経済の実現に向けた環境金融の拡大

中央環境審議会「2013年以降の対策・施策に関する報告書」（平成24年6月）によれば、「再生可能エネ
ルギー及び省エネルギーの追加投資額として2030年（平成42年）までに135兆円から163兆円の追加投
資額を必要とする」とされており、温室効果ガスの排出削減により、地球温暖化に歯止めをかけるために
は、巨額の追加投資が必要となります。政府の財政状況にかんがみれば、公的資金のみによってこれをまか
なうことは不可能であり、民間資金を環境分野に呼び込み、商用段階にある環境技術を活用した具体的なプ
ロジェクトを実現させていくことが必要です。こうした事業化を促進する手法として、金融が注目されてい
ます。

企業が事業を行う上では一定の資金が必要となりますが、このような場合に、資金が不足する主体に対し
て資金に余裕がある主体から資金を融通することが金融です。金融はこのような資金仲介機能を通じ、社会
が求める分野に資金を融通することで、社会の発展を支えてきました。現代社会において、あらゆる経済活
動は資金を媒介としていることを踏まえれば、金融がつくり出す資金の流れは、いわば経済の血流といえ、
経済社会全体への大きな影響力を有しています。

このように、経済社会全体への大きな影響力を有する金融に、環境の視点を織り込むことで、我が国の
1,600兆円に迫る個人金融資産等の活用を視野に入れながら、環境分野に流れ込む民間資金を太くするとと
もに、広がりを見せる金融手法を環境政策に積極的に取り込むことで、さまざまな社会の仕組みを持続可能
なものに変革することが求められます。

本節では、グリーン経済の実現に向け、環境に配慮した金融（環境金融）の果たすべき役割や今後の方向
性を示すとともに、環境金融の拡大に向けた国内外の取組を紹介します。

1　環境金融の役割と方向性

環境金融とは、金融市場や直接投資を通じて環境への配慮に適切な誘因を与えることで、企業や個人の行
動を環境配慮型に変えていく仕組みです。具体的には、［1］企業行動に環境への配慮を組み込もうとする
経済主体を評価・支援することでそのような取組を促すこと、［2］環境負荷を低減させる事業に直接資金
が使われること、という2つの役割があります。

こうした環境金融を拡大していくため、［1］については、「責任ある投資」の重要性について認識を広め、
短期主義（短期的リターンに偏重）的な投融資では考慮されにくい、環境、社会、企業統治などの非財務情
報を投融資の意思決定に反映することが重要です。そのためには、環境に関するリスクと機会を投資家が適
切に評価できるよう、企業における環境関連の情報開示を促進することが必要となります。また、［2］に
関しては、従来コストとして捉えられていた環境保全を、経済成長を推進する要因として捉え直すことが重
要となります。経済成長を推進する要因とするには、環境保全を事業として展開していくことが必要であ
り、そのためには社会に滞留する民間資金を環境分野に呼び込む、グリーン投資の推進が鍵となります。

2　金融を通じた企業の環境配慮の促進

企業活動に対する環境面からの要請など、企業に対する各方面からの社会的要請が強まる中で、企業がこ
れらの問題へどう対応するかは、企業価値に影響を及ぼす要因となると考えられます。例えば、今後市場拡

て、より精度の高いPM2.5の拡散予測システムの構築や健康影響の適切な評価につながることが期待さ
れています。
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大が見込まれるエネルギーなどの分野に対し、企業が新たな環境配慮型の製品やサービスを提供できれば、
ビジネスチャンスの獲得につながります。投資家や金融機関が、環境を含む非財務情報を投融資判断に積極
的に取り込み、環境経営に取り組む企業を評価・支援することは、企業の事業活動における環境配慮を促進
する契機となるとともに、投融資先の企業価値の向上を通じて、結果的には投資家や金融機関自らの長期的
な収益拡大につながっていくと考えられます。ここでは、グリーン経済の実現に向けた投融資の取組を紹介
していきます。

（1）地球規模で広がる環境に配慮した投資

ア　世界で進むPRIへの署名とESG投資

環境に対する社会的な関心が高まり、環境配慮活
動などの企業の社会的責任（CSR）に基づいた活動
に取り組む企業が増えるとともに、金融機関の投資
判断プロセスに投資先の環境配慮や社会的側面を考
慮する社会的責任投資（以下「SRI」という。）に対
しても関心が高まっています。また、今日では、環
境（Environment）、社会（Society）、企業統治

（Governance）（以下「ESG」という。）という非
財務項目を投資分析や意思決定に反映させる投資の
あり方に着目したESG投資が欧米を中心に急速に
拡大しています。

これらの考え方を牽引するのは、2006年（平成
18年）にコフィ・アナン国連事務総長（当時）の
発案で、国連グローバルコンパクトと国連環境計画金融イニシアティブ（以下「UNEP FI」という。）が共
同で策定した責任投資原則（以下「PRI」という。）です。PRIでは「（ある程度の会社間、業種間、地域間、
資産クラス間、そして時代ごとの違いはあるものの）環境、社会、企業統治（ESG）の問題が運用ポート
フォリオのパフォーマンスに影響を及ぼすことが可能であると信じる」と述べられており、投資分析と意思
決定のプロセスにESGを組み込むことについて記載されています。また、PRIやUNEP FIのレポートでは、
ESG投資はESGを考慮していない場合よりも良好なパフォーマンスが発揮されるという結果が多数得られ
ているとされています。

PRIに署名した機関は、欧米の主要な公的年金や運用機関を中心に、2006年（平成18年）時点では20
機関に留まっていましたが、2013年（平成25年）8月には1,223機関にまで増加し、その運用金額も35
兆ドルに上っています。こうした活動の急拡大を背景に、現在PRIは多大な影響力を発揮しています。

ESG投資については、2013年（平成25年）時点で、世界全体で約13.6兆ドルの市場規模があり、全金
融資産の22％を占めているとの調査結果もあります。

イ　我が国におけるESG投資の現状

我が国では、海外に比べ、ESG投資が限定的です。ESG投資の規模は、欧米では年金基金を含む機関投
資家による投資が中心であるのに対し、我が国では個人投資家による公募投資信託が中心であることから、
欧米に比べて我が国では依然として非常に小さくなっています。韓国や南アフリカ共和国等では、公的年金
基金がPRIに署名し、ESG投資に取り組んでいますが、我が国では署名がなされていないのが現状です（表
3-3-1）。我が国の総投資額に占めるESG投資の割合は、0.2％にとどまるとの調査結果もあります（図

図3-3-1　地域別のESG投資の資産規模
カナダ

$589 Bn
ヨーロッパ
$8,758 Bn

アジア（日本除く）
$64 Bn

米国
$3,740 Bn

アフリカ
$229 Bn

日本
$10 Bn

オーストラリア
ニュージーランド

$178 Bn

資産総合計
$13,568 Bn

資料：GSIA「Global Sustainable Investment Review 2012」より環境省作成
※Bn：Billion（10億）
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3-3-2）。
我が国のESG投資に関する課

題として、企業のESG情報の開
示が不十分であることや、資金の
運用慣行が短期的であり、環境等
の非財務情報が考慮されにくいこ
と等が挙げられます。今後の非財
務項目に関する情報開示基盤の拡
充や、投資家に対する適切な情報
提供を通じて、我が国における
ESG投資の一層の促進が求めら
れます。

ウ　ESG投資の推進に向けた動き

近年、ESG投資に関する新たな動きも出始めてい
ます。2013年（平成25年）8月から開催された、

「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識
者検討会」において、「「責任ある機関投資家」の諸
原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫～投資
と対話を通じて企業の持続的成長を促すために～」
がまとめられました。英国では、英国企業財務報告
評議会（Financial Reporting Council）が、英国
企業株式を保有する機関投資家向けに策定した株主
行動に関する諸原則を、「スチュワードシップ・コー
ド」として2010年（平成22年）7月に公表しまし
た。日本版スチュワードシップ・コードも、機関投
資家と投資先の企業との対話を通じて、企業の持続
的成長を促し、ひいては我が国全体の経済を活性化
させることを目的に策定されました（図3-3-3）。こ
の日本版スチュワードシップ・コードの普及を通じ
て、機関投資家が企業の非財務情報を積極的に理解

表3-3-1　世界の年金基金総資産及びPRIの署名状況
Top 20 pension funds - (US$ millions)
順位 ファンド名 国名 地域 2012年 PRI署名

1 Government Pension Investment
（年金積立金管理運用独立行政法人）（GPIF）

Japan Asia-Pacific $1,292,003 

2 Government Pension Fund Norway Europe $712,606 ○
3 ABP Netherlands Europe $372,860 ○
4 National Pension South Korea Asia-Pacific $368,450 ○
5 Federal Retirement Thrift U.S. North America $325,682 
6 California Public Employees U.S. North America $244,754 ○
7 Local Government Officials

（地方公務員共済組合連合会）
Japan Asia-Pacific $201,443 ※1

8 Central Provident Fund Singapore Asia-Pacific $188,430 
9 Canada Pension Canada North America $184,425 ※1 ○
10 National Social Security China Asia-Pacific $177,486 ○
11 PFZW Netherlands Europe $177,311 ※1 ○
12 Employees Provident Fund Malaysia Asia-Pacific $175,720 
13 California State Teachers U.S. North America $155,739 ○
14 New York State Common U.S. North America $150,110 ○
15 Florida State Board U.S. North America $134,345 
16 New York City Retirement U.S. North America $132,071 ○
17 Ontario Teachers Canada North America $130,198 ○
18 ATP

（企業年金連合会）
Denmark Europe $129,009 ○

19 GEPF South Africa Other $122,225 ※2 ○
20 Pension Fund Association Japan Asia-Pacific $119,199 

※1 - As of March 31, 2013
※2 - As of March 31, 2012

（出所）
Top pension funds back on growth track
September, 2013　　United Kingdom, United States, Canada
http://www.towerswatson.com/en/Press/2013/09/Top-pension-funds-back-on-
growth-track
資料：Towers Watson HPより環境省作成

図3-3-3　 日本版スチュワードシップ・コードの原則
本コードの原則

資料：「責任ある機関投資家」の諸原則《日本版スチュワードシップ・コード》

　投資先企業の持続的成長を促し、顧客・受益者の中長期的な投資リター
ンの拡大を図るために、

１．　機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たすための明確
な方針を策定し、これを公表すべきである。

２．　機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たす上で管理す
べき利益相反について、明確な方針を策定し、これを公表すべ
きである。

３．　機関投資家は、投資先企業の持続的成長に向けてスチュワー
ドシップ責任を適切に果たすため、当該企業の状況を的確に把
握すべきである。

４．　機関投資家は、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」
を通じて、投資先企業と認識の共有を図るとともに、問題の改
善に努めるべきである。

５．　機関投資家は、議決権の行使と行使結果の公表について明確
な方針を持つとともに、議決権行使の方針については、単に形
式的な判断基準にとどまるのではなく、投資先企業の持続的成
長に資するものとなるよう工夫すべきである。

６．　機関投資家は、議決権の行使も含め、スチュワードシップ責
任をどのように果たしているのかについて、原則として、顧客・
受益者に対して定期的に報告を行うべきである。

７．　機関投資家は、投資先企業の持続的成長に資するよう、投資
先企業やその事業環境等に関する深い理解に基づき、当該企業
との対話やスチュワードシップ活動に伴う判断を適切に行うた
めの実力を備えるべきである。

図3-3-2　 ESG投資の総投資額に対す
る地域別の割合

ヨーロッパ
49%

米国
11.2%

カナダ
20.2%

オーストラリア
ニュージーランド

18%

アフリカ
35.2%

アジア
（日本除く）
2.9%

日本
0.2%

資料：GSIA「Global Sustainable Investment 
Review 2012」より環境省作成



第
3
章

123第3節　グリーン経済の実現に向けた環境金融の拡大

し、ESG投資を積極的に実施することが期待されます。
また、2013年（平成25年）6月に閣議決定された「日本再興戦略」に基づき、年金積立金管理運用独立

行政法人（GPIF）等を検討対象に含む「公的・準公的資金の運用・リスク管理等の高度化に関する有識者
会議」が開催されました。同会議でとりまとめられた報告書では、非財務的要素であるESGを考慮すべき
との意見もあり、各資金において個別に検討すべきとされています。

さらに、経済財政諮問会議の場においても企業の中長期的な成長を促すための「責任ある投資」について
の議論が交わされるなど、現在、我が国においても、環境への配慮を含む非財務情報を考慮した投資が活発
化するための基盤が整いつつあります。

エ　環境情報開示の促進

前述のSRIやESG投資を進める上では、企業が、金融機関等を含む利害関係者に対して広く情報を開示
し、コミュニケーションを進めていくことが重要です。海外における情報開示の動きとして、フランス、英
国等の欧州では、企業の年次報告書について環境的・社会的側面の情報開示を義務付けており、米国、南ア
フリカ等では、上場企業において、財務情報のみならず環境等に関する情報の開示が求められる傾向が強
まっています。温暖化分野では、2000年（平成12年）に国際非営利組織（国際NPO）としてカーボン・
ディスクロージャー・プロジェクト（CDP）が設立され、世界の機関投資家を代表して企業の気候変動に
関する情報開示を要請し、企業や政府の低炭素化の取組を促進する活動を行っています。我が国でも、有価
証券報告書の中で、気候変動や環境規制等に係る自社への影響を「事業等のリスク」として開示している企
業が多数あります。今後は有価証券報告書の中で、環境問題に関する課題等に対してどのように対処するか
についても、開示されていくことが期待されます。

このように国際的な情報開示の取組が進む中、近年、「統合報告」に注目が集まっています。「統合報告」
とは、長期的に企業価値をどのように高めていくかという観点から、企業の財務情報や非財務情報の中から、
投資家や企業にとって重要な情報を統合的に整理し、企業の成長戦略と関連づけながら、簡潔にまとめられ
た報告書です。「統合報告」に関する取組としては、国際統合報告委員会（IIRC）が「統合報告」のフレー
ムワークを作成し、2013年（平成25年）12月に当該フレームワークが公開されました。本フレームワーク
の活用により、ESG投資を行う投資家へ、環境への配慮を含む有益な情報が提供されることが期待されます。

コラム　金融機関におけるバリューチェーン全体の温室効果ガス排出量算定の動き

金融機関においても、金融商品やサービスの提
供、つまり金融活動そのものによる環境負荷を算
定する取組が始まっています。

UNEP FIと温室効果ガス（GHG）プロトコル
（以下「GHGプロトコル」という。）は2013年
（平成25年）より金融機関の投融資がもたらす温
室効果ガス排出量の評価のための「GHGプロト
コル・金融部門の手引き」の作成を開始しました。
同手引きを整備するために、2013年（平成25
年）、ニューヨークにおいて金融関係者などの間で
第1回目の会合が開催されました。

GHGプロトコルとは、1998年（平成10年）
に持続可能な発展を目指す企業で構成される連合
体組織である世界環境経済人協会（WBCSD）、世界資源研究所（WRI）、各国政府関係者、金融機関の

「GHGプロトコル・金融部門の手引き」作成に関する組
織体制
提案されたガバナンス・プラン

運営事務局
WRI、WBCSD、UNEP FI

サブグループ サブグループサブグループ

テクニカル・ワーキング・グループ
（技術専門家）

民間金融機関、公的金融機関、学界,
NGO、政策立案者

ステークホルダー
アドバイザリー・グループ

（参加自由）
金融機関

NGO、産業アナリスト、
政府関係者、

コンサルタント

運営委員会
WRI、WBCSD、UNEP、金融機関、

主要政府及びNGO関係者

資料：GHG Protcol HPより環境省作成
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（2）環境に配慮した融資

ア　環境格付融資の広がり

企業の環境経営を金融機関が評価・支援する取組は、融資の分野でも広がっています（図3-3-4）。我が
国では、2004年（平成16年）に株式会社日本政策投資銀行（以下「DBJ」という。）が、環境経営を評価

協力によって設立された、GHGプロトコル・イニシアチブが作成したGHG排出量の算定と報告に関す
る基準です。同プロトコルにおいて公開されている基準のうち、特定の企業だけでなく、上流から下流
まで含めたバリューチェーン全体のGHG排出量を対象とする基準（スコープ3）が示されており、

「GHGプロトコル・金融部門の手引き」はこれらを補完する役割が期待されています。

「GHGプロトコル・金融部門の手引き」作成に向けたスケジュール

スコーピング・
フェーズ

ステークホルダー・
サーベイ

プロジェクトへの興味、実施可能な調査の初歩的な理解、投資家や諮問委
員会やその他の利害関係者を認識するためのオンライン・サーベイ 済

スコーピング・
ワークショップ

ガイダンスの範囲を明確にすることに焦点をおき、ロンドンやニューヨー
クで円卓討論会。 2013年　冬

計画フェーズ

スコープの計画と完成 ガバナンス・プランを計画し、ガイダンス計画手順に着手。 2013　冬 - 春
テクニカル・
ワーキング・グループ 専門家グループが、各投資カテゴリーのガイダンスのドラフト作成。 2013　春 - 秋

実地テスト そのガイダンス・ドラフトに基づいて、多くの機関が排出源調査を実施。 2013-14　冬

パブリック・コメント
幅広い利害関係者がガイダンス・ドラフトを閲覧しコメントする機会

（Web上で開催されるセミナーも含む）を持つ。
すでに同時進行で実地テスト済み。

2013-14　冬

ガイダンスの修正 利害関係者のフィードバックや実地テストのフィードバックに基づき、ガ
イダンスを修正。 2014　春 - 夏

公布 「GHGプロトコール・スコープ３標準」を補完するものとして「GHGプ
ロトコール・金融部門ガイダンス」最終版を発行。 2014　秋

導入フェーズ 現地で活動 研修ワークショップや会議を通じて活動する。 2014　秋　以降～

資料：GHG Protocol HPより環境省作成

図3-3-4　環境配慮型融資の概要

融資対象
地球温暖化対策

利子補給
融資残高に対して年1％を限度として利子補給を行います。

（金利※－1％）で融資が受けられます。
※環境スクリーニングにより決定された優遇金利②・優遇金利①・一般金利
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企業信用リスク評価、担保評価等

環境配慮型融資の概要

環境への配慮に対する取り組みが
特に先進的と認められる企業

（融資対象外）

環境への配慮に対する取り組みが
先進的と認められる企業

環境への配慮に対する取り組みが
十分と認められる企業

優遇金利②

優遇金利①

一般金利

融
　資

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
（
告
知
義
務
）

利子補給誓約条件
融資を受けた年から5か年以内に
「5％以上のCO2排出原単位削減」を達成

資料：環境省
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する「環境格付」と、その格付に応じた「優遇金利融資」を実施する「環境格付融資」を世界に先駆けて導
入しました。この取組が契機となり、地域金融機関やメガバンクなどの金融機関が環境格付融資の取扱を開
始してきました。環境省は、2007 年（平成19年）に環境格付融資に係る利子補給事業を立ち上げ、その
後も事業を継続しながら、環境格付融資の促進に向けて取組を進めています。現在では、多数の金融機関が
環境格付融資に取り組んでおり、取組の一定の浸透が見られています。

イ　エクエーター原則（赤道原則）

油田開発や発電所の建設、インフラ整備などの大規模プロジェクト案件が社会や環境に与える影響につい
て関心が高まる中、世界銀行などの開発金融機関では、1990年代後半以降、ガイドラインを策定し、その
影響を最小限に抑える取組を進めてきました。さらに、民間金融機関においても2003年（平成15年）6月、
海外においてプロジェクトファイナンス業務を実施する主要金融機関が「エクエーター原則（赤道原則）」
を策定しました。同原則は、民間金融機関が大規模なプロジェクトに対する投融資を実施する場合に、その
プロジェクトが社会や自然環境に与える影響に配慮して実施されることを確認する原則です。従来、同原則
は、プロジェクトファイナンス業務やそのアドバイザリー業務に適用することとされていましたが、2013
年（平成25年）の第三版の発効により、プロジェクトファイナンスだけでなく、一定の基準に該当する
コーポレートファイナンスにまでその適用範囲が拡大されました。現在、世界79機関（うち日本からは大
手都市銀行3行）が同原則を採択しています。

ウ　汚染リスク等の資産除去債務への反映

環境への影響を考慮した投融資を行う際、土壌汚染リスク等は、将来の経営に大きな影響を与えかねない
重要な要素だと考えられています。企業側にとっても、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）の改正
や、不動産取引時の土壌汚染に対する意識の高まりなどを受け、環境への影響を評価しないまま事業を継続
することによって被る損失への懸念が高まっています。我が国では平成20年から、汚染した土壌等の除去

コラム　地域金融機関と連携した環境格付融資の取組

DBJは、東北地方6県の地域金融機関等と共同で、計2回のシンジケート・ローンを組成し、環境経
営を行う企業・公益法人等の取組や、東北地域の震災からの復興に向けた取組を支援する事業に取り組
んでいます。シンジケート・ローンとは、複数
の金融機関が協調してシンジケート団を組成し、
一つの融資契約書に基づいて、同一条件で融資
を行うことです。本事業は、企業の環境経営度
を点数化し、その得点に応じて3段階の金利を設
定する「DBJ環境格付制度」を適用した上で、
優れた環境配慮型製品の生産・販売などを実施
する東北地方の企業に対して資金面で支援する
取組であり、第15回グリーン購入大賞において
環境大臣賞を受賞しています。また、DBJは、
地域金融機関が独自で作成する「環境格付」評価ツールの開発支援や地域金融機関との環境金融に関す
る情報交換、環境格付融資の深化等についての意見交換を目的とした「エコファイナンスクラブ会議」
を開催するなど、地域金融機関との連携、協働を図っています。

日本政策投資銀行によるシンジケート・ローンの仕組み
地域企業

地域企業

地域企業

地域企業

地域企業

地域企業

参加行

参加行

参加行

参加行

参加行

NECAP※

環境・復興
ファイナンス提供

環境＆復興支援
シンジケートローン

アレンジャー兼貸付人

DBJ
環境格付

DBJ

※NECキャピタルソリューション株式会社
資料：日本政策投資銀行
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に要する費用をあらかじめ資産除去債務として計上するという会計基準が導入されています。本会計基準
は、金融機関や投資家等にとっても、将来の企業経営に影響を与えかねないリスクを、現在の企業の財務内
容に反映させることができるため、事前に環境リスクを考慮した状態での投融資が可能になるという利点が
あります。金融庁の金融検査マニュアルにおいても、融資における不動産等の担保評価時において、「土壌
汚染、アスベストなどの環境条件等にも留意する」こととされています。本会計基準の適用により、企業が
継続的に環境対策を講じることを通じて、最終的な費用を軽減する動機が生じることが期待されます。

3　グリーン投資の拡大に向けて

環境負荷を低減すると同時に、経済成長の達成を目指すグリーン経済を実現するには、グリーン投資の拡
大が不可欠ですが、さまざまな課題を抱えています。例えば、今後必要とされる追加投資の規模に照らせ
ば、現状ではグリーン投資を行う投資家が限定的であり、環境分野への資金供給が十分な水準に達している
とは言えません。また、再生可能エネルギーのうち、風力や地熱、中小水力発電などは技術面等での難易度
や開発・建設リスクの高さ、天候や自然災害に左右されやすいなど、投資リスクがリターンに見合わないと
いう課題があります。さらに、再生可能エネルギーなど環境分野への投資は、投資家にとって「新しい分
野」であり、過去の事業実績が少なく、投融資の判断や評価が難しいという課題も障害となっています。

このような、投資家が限定的なことや、リスクとリターンの不均衡、投資判断に必要な情報や評価のノウ
ハウの不足などの課題を解消することで、グリーン投資の拡大を図ることが重要です。ここでは、こうした
課題に対応している国内外の取組を紹介します。

（1）グリーン投資への幅広い投資家の参加

前述のとおり、グリーン投資における投資家が限定的であるという課題を解決するには、従来、環境分野
を投資対象として捉えていなかった投資家にも、適切な投資機会を提供することにより、再生可能エネル
ギー等の環境分野へ大きな資金を投入していくことが重要です。このように幅広い投資家の参加を促すに
は、資産の流動性（換金の容易さ）を向上させて投資機会を提供する証券化や、有価証券等の取引を円滑に
する市場づくり、個人からの投資を促す市民ファンドの促進などが有力な対応策と考えられます。

ア　証券化による資金調達

幅広い投資家をグリーン投資へ呼び込むには、証券化によって、資産の流動性を高め、投資機会を提供す
ることも有力な方策です。証券化とは、企業や金融機関などが、自社で保有する資産（不動産や債権等）を
裏付けにして有価証券を発行し、資金調達をする手法のことを指します（図3-3-5）。証券化によって、幅
広い投資家から資金を調達することが可能となることに加え、資産が抱えるリスクを自ら保有することなく
投資家に移転すること等が可能となります。

近年、この証券化の仕組みを再生可能エネルギー事業に応用した事例も出始めています。太陽光発電事業
などの開発運営を行う「JAG国際エナジー株式会社」では、国内で手掛ける3件のメガソーラー事業につい
て、当該事業へのプロジェクトファイナンスによる融資債権を裏付資産として発行された有価証券により、
総額15億円の資金調達を行いました。また、本有価証券は、「株式会社日本格付研究所」の格付を取得して
います。

このような資金調達手法は、海外のインフラ関連事業において進んでいますが、近年、我が国でも、類似
のスキームによる太陽光発電事業の資金調達事例が多数見られています。
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イ　上場インフラ市場の創設に向けた取組

幅広い投資家をグリーン投資へ呼び込むには、投
資スキームの開発だけでなく、証券取引市場におけ
る上場市場の創設も有力な選択肢です。

諸外国においては、インフラの整備や運営を図る
ためファンド（以下「インフラファンド」という。）
を組成し、これを証券取引所に上場して、民間資金
を集めるという動きが始まっており、一部には太陽
光発電等の再生可能エネルギー設備を投資対象とし
たファンドも組成されています（図3-3-6）。すでに
インフラファンドは全世界で約50銘柄、時価総額
約10兆円（平成25年1月30日時点）の規模まで
拡大しており、アジアにおいても、シンガポールや
韓国などの取引所で上場市場の整備が行われ、各取
引所の主要な上場商品の一つとなりつつあります。

このような状況を受けて、我が国においても日本
証券取引所グループが上場インフラ市場の創設を予
定しています。同市場の創設によって、高度経済成長期に整備したインフラの維持、更新を広く社会全体で
支える仕組みが構築されるだけでなく、我が国において、アジア経済圏の成長の基盤となる金融市場の強
化、発展が期待されています。

また、これらの動きにあわせて我が国では、再生可能エネルギー設備など、上場インフラファンドの投資
対象分野を策定するべく、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号）等に基づく関係
法令における措置も検討が進んでいます。これにより、需要が高い太陽光発電や風力発電などの再生可能エ
ネルギー設備を投資対象としたファンドが上場し、幅広い投資家の参加が可能となるとともに、グリーン投
資の持ち分の売買が容易となることで流動性リスクが低減され、グリーン投資が活性化することが期待され
ています。

図3-3-5　 一般的な証券化スキームの概念図

アレンジャー
（商業銀行、信託銀行、証券会社）

信用補完措置
流動性補完措置

アセットマネジメント会社

SPV
（証券発行体）

オリジネーター
（グリーン原資産保有者）

オペレーター
（再エネ・省エネ管理）

サービサー
（キャッシュフロー管理・回収）

投資家（個人、事業法人、機関投資家）

投資法人
信託
会社
組合

証券発行

売却・賃貸・信託

証券（発行・流通）市場

デューデリジェンス
（価値評価）

資料：井出保夫「最新　証券化のしくみ」を参考に環境省作成

アセットマネジメント

格付け

図3-3-6　海外におけるインフラファンドの上場事例

資料：株式会社東京証券取引所「東証・上場インフラ市場研究会報告」

韓国の上場インフラファンド
（仁川空港、釜山港、高速道路、
トンネル、橋、地下鉄 etc）

タイの上場インフラファンド
（バンコク高架鉄道（BTS）、
今後、電力・港湾・水道 etc）

シンガポールのインフラ・ビ
ジネストラスト

（港湾施設、再エネ、火力発電、
都市交通、情報通信 etc）

オーストラリアの上場インフラファンド
（ガス、発電・送電、再エネ、道路・空港・
水道 etc）

※このほか、米国（NYSE）、英国
（ロンドン）、カナダ（トロント）、
NZ等で上場インフラ市場を開設

ソウル（KRX）

バンコク（SET）

シンガポール（SGX）

シドニー（ASX）



128 平成26年度 >> 第1部 >> 第3章　グリーン経済の取組の重要性～金融と技術の活用～

ウ　市民ファンドの広がり

グリーン投資の裾野の拡大のため、一般市民から出資を募る方法もあります。平成24年に開始した再生
可能エネルギーのFITによって、再生可能エネルギーの普及が拡大する中、多数の市民から小口の出資を
募ることで、再生可能エネルギー事業の資金調達を行う市民ファンドの取組が進んでいます。北欧諸国で
は、1990年代に「地域のエネルギーを住民の意思で選択する」という考え方が広がり、地域住民が再生可
能エネルギーの重要性を自ら認識したことに伴って、市民出資による風力発電を中心とした再生可能エネル
ギーの導入が各地で進みました。我が国においても、2000年代以降、これらを参考にした市民ファンドの
取組が始まっています。

市民ファンドの出資者の特徴としては、収益の追求だけでなく、投資した資金の地域への還元や社会貢献
を目的としている点が挙げられます。市民ファンドは、地域の資本（人、モノ、カネ）を地域の再生可能エ
ネルギー事業に結び付けることで、出資者である市民に対し単なる投資収益を還元するだけではなく、地域
経済の活性化という形で社会的なリターンを提供するものであり、エネルギーの地産地消を目指した草の根
の活動の一つともいえます。

コラム　クラウドファンディングを用いた投資

クラウドファンディングとは、群集を表す「クラウド（crowd）」と資金調達を表す「ファンディング
（funding）」を合わせた造語で、小規模事業者が取り組む事業の目的や内容などに共感した個人をイン
ターネットなどで結び付け、多数の個人から少額ずつ資金を集める仕組みです。欧米を中心にクラウド
ファンディングの規模は拡大していますが、それらは［1］インターネット上で対価を伴わない寄付を募
り、寄付者向けにニュースレターなどの情報を発信する寄付型、［2］購入者から前払いで集めた代金を
元手に製品を開発し、購入者に完成した製品などを提供する購入型、［3］運営業者を介して投資家と事
業者で契約を締結し、株式などの購入によって出資し、事業の収益を得る投資型の3つに分類されてい
ます。

ここでは、クラウドファンディングの手法を活用した再生可能エネルギー発電事業への投資事例を紹
介します。「ミュージックセキュリティーズ株式会社」は、クラウドファンディングを活用した少額投資
のプラットフォームを運用しています。本プラットフォームにおいて、個人を中心とした投資家はウェ
ブサイトの情報や説明会でさまざまな地域の好きな事業を選択し、一口数万円という少額の購入金額を
出資し、対価として分配金のほか、出資者限定の製品提供やツアーへの参加などを対価として受け取っ
ています。このプラットフォームの活用によって、事業者にとっては地域内外の多様な資金を調達でき
ることに加え、出資する個人の環境意識の向上につながります。

平成24年12月に環境NPO法人と民間企業による共同出資で設立した「しずおか未来エネルギー株式
会社」は、「ミュージックセキュリティーズ株式会社」のプラットフォームを活用して、地域のエネル
ギーを地域住民でつくる取組に対して、クラウド
ファンディングの手法を用いて資金を調達してい
ます。これらの資金は静岡市内の動物園や市民が
利用する市民センターにおける太陽光パネルの設
置などに投資されています。

投資型クラウドファンディングのイメージ

資料：金融庁資料

投資者

仲介者

（ファンディング・ポータル運営者）

（有価証券の）
発行者
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（2）リスク・リターンの不均衡の是正

冒頭で述べたリスク・リターンの不均衡という課題に対しては、与信を得られにくい事業者やプロジェク
トに対して、公的機関がその信用力を活用して資金調達を実施することや、公的機関が出資によりリスクマ
ネーを提供することで民間資金を呼び込む方策が有効です。また、保険などにより損失リスクを回避する

「リスクコントロール」を促していくことで、リスクを低減させることも重要です。以下では、国内外にお
けるこれらの取組を紹介します。

ア　国内外における公的セクターの取組

（ア）英国におけるグリーン投資銀行（Green Investment Bank）の設立
英国政府は、低炭素社会の構築に向けた従来の公的資金の統合等によって組成した約30億ポンド規模の

ファンドに、民間からのファンドの資金を加えて、2012年（平成24年）にグリーン投資銀行を設立しま
した。

具体的な投資対象として、洋上風力発電、廃棄物
循環システムの構築、建造物のエネルギー効率化、
輸送機器向けバイオ燃料、バイオマス発電、CCS、
海洋エネルギー、再生可能エネルギーを活用した暖
房の8分野の低炭素化プロジェクトとし、全運用資
金の80%を優先的に投資する計画となっています。

（イ）世界銀行グループによるグリーンボンドの発行
世界銀行や、世界銀行グループの一機関であり途

上国の民間企業などへの投資・資金援助業務に特化
した金融機関である国際金融公社（IFC）は、気候
変動問題に取り組むプロジェクト
のための資金を調達する債券とし
て、「グリーンボンド」を発行し
ており、世界銀行は2008年（平
成20年）以降総額35億ドル、
IFCは2010年（平成22年）以
降約34億ドルの資金調達を行っ
ています。「グリーンボンド」が
急速に市場に広がった理由として

［1］世界銀行が発効するほかの
債券と同等の信用力があること、

［2］通常の債券と比較して利回
りが高い、［3］その意義が個人
投資家への訴求力を持っているこ
となどの理由が挙げられます。調
達した資金については、途上国に
おける再生可能エネルギーの導入
やエネルギー使用の効率化など、
気候変動の緩和に資するプロジェ

図3-3-7　 2020年までのグリーン投資銀行の業務拡大想定図

PhaseⅠ

PhaseⅡ

PhaseⅢ

ファンド：
2.225億ユーロ

ファンド：
0.775億ユーロ

資料：グリーン投資銀行（Green Investment Bank）資料より環境省作成

GIBはインキュベー
ションフェーズ

GIBは非借入・独立組織と
して構成

GIBは借入能力を持ち、
収益組織となる

表3-3-2　グリーンボンドの取扱金融機関

主幹事会社 通貨単位 取引日 満期日 購入額（100
万米ドル相当）

スカンジナビアエンスキノレダ銀行 USD 15-Apr-10 28-Apr-14 200.0
野村 AUD 15-Feb-11 24-Feb-14 42.4
野村 AUD 10-May-11 19-May-14 44.8
野村 EUR 10-May-11 19-May-14 22.8
野村 ZAR 10-May-11 19-May-14 25.9
野村 AUD 23-May-11 27-Jun-14 37.1
三菱東京UFJ ZAR 23-May-11 03-Jun-14 60.8
野村 TRY 20-Sep-11 29-Sep-15 113.7
野村 AUD 20-Sep-11 29-Sep-15 74.4
JPモルガン USD 26-Apr-12 15-May-15 500.0
野村 TRY 13-Aug-12 20-Aug-15 88.2
野村 BRL 13-Aug-12 20-Aug-15 11.8
野村 AUD 14-Aug-12 20-Aug-15 12.5
JPモルガン USD 04-Feb-13 15-Feb-23 10.0
シティ/JPモルガン/モルガンスタン
レー USD 14-Feb-13 16-May-16 1,000.0

野村 AUD 16-Oct-13 16-Oct-18 20.7
野村 BRL 16-Oct-13 13-Oct-16 198.5
バンクオブアメリカ/シティ/クレディ
アグリコール/SEB USD 15-Nov-13 15-Nov-16 1,000.0

資料：世界銀行グループ資料より環境省作成
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クトへ投資されています。このように公的セクターが、その信用力を担保に、債券を通じて資金調達をする
ことで、グリーン投資の推進が図られています。なお、対象事業を明確化した「グリーンボンド」による資
金調達の手法は、近年、民間事業者においても活発に利用されています。

（ウ）地域低炭素投資促進ファンドの創設
我が国においては、再生可能エネルギーの固定価格買取制度等を背景に、再生可能エネルギーの事業化が

各地で検討されています。しかし、地域において低炭素化プロジェクトを実施しようとする事業者は自己資
金が少ないと同時に、金融機関等から融資を受けられる信用力に乏しい場合が多いため、資金調達に苦慮し
ています。一定の採算性・収益性が見込まれるものの、事業完了までの期間や投資回収期間が長期に及ぶこ
と等に起因するリスクが高く、それらのプロジェクトに対し民間資金が十分に供給されていない点が課題と
なっています。このため、環境省は、こうした課題を解決し、低炭素化と地域活性化を同時に実現する優良
なプロジェクトの実現を支援することを目的に、平成25年に「地域低炭素投資促進ファンド」を創設しま
した（図3-3-8）。同ファンドを通じて、資金調達に苦慮している地域の低炭素化プロジェクトに対して「出
資」を行い、リスクマネーを提供することにより、プロジェクトにおける事業者の自己資本比率を高め、事
業者の資金調達の円滑化を図ります。今後、地域低炭素投資促進ファンドでは、地域金融機関等と連携し
て、サブファンドの組成の拡大を図り、地域の目利き力を活用して、潜在する優良案件に対する支援を展開
することとしています。

図3-3-8　地域低炭素投資促進ファンドの概要

資料：環境省
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対象事業： 低炭素化プロジェクト
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コラム　地域低炭素投資促進ファンドにおける出資事例

地域低炭素投資促進ファンドでは、平成25年度の出資案件が7件となり、ここではその具体的な事例
を一つ紹介します。

平成25年12月、地域低炭素投資促進ファンドは、大分ベンチャーキャピタル株式会社（大分VC）
が運営する「おおいた自然エネルギーファンド投資事業有限責任組合」に対し、3億円の出資を決定し
ました。おおいた自然エネルギーファンドは、温泉熱のポテンシャルが高い大分県において、地域活性
化に資する温泉熱発電事業を中心とした再生可能エネルギー事業に投資をするものです。ファンド総額
25億円の資金は、地熱コンサルタントや専門家と連携して温泉源の熱源を調査した上で、十分な熱源が
見込まれる温泉熱発電プロジェクトに投資される予定です。我が国において取組事例の少ない温泉熱発
電事業へ投資するファンドであることから、この取組がモデルケースとして成功するよう支援すること
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イ　リスクをコントロールする保険商品

グリーン投資を促進していくためには、事業活動に伴うリスクを軽減する保険の活用が有効です。特に、
気温や気象条件の変化に伴う環境の変化等は、投資先のプロジェクトにおけるリスク要因となりますが、保
険によりこうした損失リスクをコントロールすることで、グリーン投資を促進することが期待されます。

グリーン投資に資する保険商品の一つに、天候デリバティブを活用したものがあります。天候デリバティ
ブとは、ある期間において気温や日照時間などが一定の数値を超過し、又は下回った場合に、その日数など
に応じて保険会社が補償金を支払う保険商品です。天候の変化に関するリスクは太陽光発電や風力発電を中
心とした再生可能エネルギーの導入に伴うリスクとされていることから、天候デリバティブを活用した保険
パッケージ商品の導入によって、再生可能エネルギーに関連した設備投資が活性化することが期待されてい
ます。

近年、我が国の損害保険会社においても、太陽光発電事業や中小水力発電等を対象にした保険パッケージ
商品の販売が広がっています。販売された保険パッケージ商品では、火災や落雷などの偶発的な事故によっ
て生じた施設の損害に対して補償するだけでなく、発電量に影響する日照時間や降水量、積雪量の想定値を
契約であらかじめ定めておき、その数値を下回った場合に補償金を支払うという、天候デリバティブの仕組
みを活用しているものもあります。

で他地域への展開が期待できます。また、地元温泉業者が事業主体であることから、大分県内の建設業
や観光業などの周辺産業に経済波及効果が広がるなど、地域活性化につながることも期待できます。

温泉熱発電事業への投融資スキーム

地熱コンサル会社や専門家 温泉事業者
（旅館・ホテル・温泉組合）

発電事業の
特別目的会社（SPC）①

電力会社

SPC② SPC③ …

無限責任組合員（GP）
大分VC

LP
グリーンファンド

LP
大分銀行
出資増額

有限責任組合員(LP)
大分県
大分銀行

大分みらい信金
大分県信用組合
大分リース
大分中央保険

おおいた
自然エネルギー
ファンド

今回増額分
（15億円）

（既存分10億円）
平成25年4月30日

設立

投融資

発電調査・
事業アドバイス

出資設立

売電

［発電事業ごとにSPCを組成、本ファンドから投融資］

出資

出資

出資

出資
業務執行

提携

資料：一般社団法人グリーンファイナンス推進機構 報道発表資料より環境省作成
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（3）投融資判断に必要な情報の蓄積等

グリーン投資の課題としては、［1］投融資判断に必要な情報（トラックレコード）の蓄積の不足、［2］
投融資先のプロジェクトにおける事業性の評価手法の不足も挙げられます。

トラックレコードの蓄積を促す取組として、米国では、再生可能エネルギーに関連するコストなどの情報
を収集する取組が始まっています。米国の環境保護庁（EPA）では、再生可能エネルギーに関連するコス
トのデータベースを作成しており、風力・太陽光・太陽熱・地熱に関する過去のデータと予想コストが開示
されています。また、米国エネルギー省の機関である国立再生可能エネルギー研究所（NREL）は、再生可
能エネルギーの導入に資するデータとして、初期投資金額や電力購入契約などのコスト、期待される運用収
益や資金調達手段などの情報を収集・蓄積しています。

また、プロジェクトの事業性や採算性、リスクを精緻に評価する取組として、近年、我が国では、再生可
能エネルギー事業へのプロジェクトファイナンスが広がっています。プロジェクトファイナンスとは、企業
の信用力や土地などの不動産担保ではなく、プロジェクト自体の収益性を評価し、プロジェクトから生み出
される収益のみを返済原資とする融資の手法です。プロジェクトファイナンスは、組成に一定のコストがか
かることから大規模事業に適用されることが多く、大手金融機関などによる実施が主流ですが、地域金融機
関が主体となってファイナンスを組成する動きもみられます。例えば、「株式会社北都銀行」では、「株式会
社風の王国・潟上」による太陽光発電事業に対して、平成25年にプロジェクトファイナンスによる融資を
行いました。「株式会社風の王国・潟上」は、太陽光発電事業の建設・運営を主な目的として、地元4社の
出資により設立された特別目的会社（SPC）です。本事業は、秋田県の県有地で実施され、出資者でもある
地元の太陽電池メーカーのパネルを採用しているなど、地域経済の活性化にも資する取組となっています。

（4）初期投資負担を軽減するファイナンスの取組

温室効果ガス排出削減のためには、民生部門（家庭部門、業務部門）で急増している排出量のさらなる削
減を加速させる必要があり、そのためには、投資家によるグリーン投資だけでなく、家庭や企業自身による
高効率な省エネ機器等への設備投資を促進することも重要です。具体的には、今後、家庭部門においては太
陽光パネルや燃料電池などの設置、また、業務部門においては高効率ボイラーやヒートポンプ空調、高効率
照明の導入など、CO₂削減に資する機器の導入が必要となる一方で、これらの低炭素機器の導入に伴う多
額の初期投資費用は、家庭や中小企業にとって大きな負担となります。

こうした多額の初期投資負担を軽減し、低炭素機器を普及させるためには、リースを活用することが一つ
の有効な手段といえます。環境省では、リースにより低炭素機器を導入した場合に、助成金を支給する事業
を実施しています（図3-3-9）。同事業では、家庭や中小企業がリースにより低炭素機器を導入した場合に、
リース料の3％又は5％（東北3県に係るリース契
約については10％）を助成するものです。本事業
の実施によって、年間約3万トンのCO2削減効果だ
けでなく、約300億円の経済波及効果が見込まれま
す。また、本事業では、エネルギー環境適合製品の
開発及び製造を行う事業の促進に関する法律（平成
22年法律第38号）に基づく、低炭素設備リース信
用保険制度とも連携を図りながら、低炭素機器の普
及を推進しています。

図3-3-9　家庭・事業者向けエコリース促進事業スキーム
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資料：環境省
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コラム　海外における省エネルギー・ファイナンスの取組

海外では再生可能エネルギーに対する投資促進を目指した支援制度だけでなく、省エネルギー化に向
けた取組を支援する制度も始まっています。ここではその一例を紹介します。

英国では2013年（平成25年）1月から、住宅や建築物への断熱材等の導入など、省エネルギー化の
ための改修（以下「省エネ改修」という。）を実施し、その改修費用を電気代に上乗せして支払う「グ
リーンディール制度」を開始しました。省エネ改修により光熱費などが削減されれば、月々の負担が増
えることなく、住宅の省エネ改修が可能となることから、省エネルギー対策への投資が活性化されるこ
とが期待されます。この制度の対象になる改修は、住宅や建築物に対する壁、天井の断熱改修や二重窓
の設置に加え、太陽光発電の設置など、2013年（平成25年）1月現在で45種類に上っています。一般
家庭がこの制度を利用する場合、まず省エネルギー診断事業者に、エネルギーの使用状況や現在実施し
ている省エネルギー対策について調査を依頼します。その結果に基づいて、今後実施可能な省エネルギー
対策とそれによる光熱費の節約額を記載した「グリーンディールアドバイス報告書」などの作成をグリー
ンディールアセスメント事業者に依頼します。その後、住宅の所有者が同報告書に基づいた省エネルギー
化プランを了承した場合、住宅の所有者と英国政府が支援するグリーンディール・ファイナンス会社と
の間で省エネ改修に必要なリース契約を締結し、改修費用を月々の電気・ガス料金と一括して返済する
という仕組みです。「グリーンディール制度」では、初期費用なしで住宅や建築物の省エネ改修が可能に
なることで、温室効果ガスの削減や省エネルギー化が期待されるだけでなく、断熱材などの関連産業に
大きな雇用が見込まれることから、その経済効果にも注目が集まっています。

英国のグリーンディール制度の仕組み

①エネルギー供給事業者 ②家　庭 ③Green Deal Provider
（金融機関・大手小売事業者）

④省エネアドバイザ
⑤省エネ機器販売事業者

光熱費に融資返済額を上乗せした
料金を家庭に請求

融資返済額を支払う 融資返済額を受取

評価を依頼

Green Deal 実施の合意・契約

光熱費＋返済額分を支払う
（ほぼ従前程度）

省エネ機器購入のための融資・
返済プランを提示

エネルギー供給事業者へ開始を
通知

家庭に融資

機器導入を指示

政府認証を受けたアドバイザが
省エネ機器候補の提示

政府認証を受けた省エネ機器販
売事業者が家庭に機器を設置

資料：環境省




